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序章 本研究の目的と視点 

 

第１節 研究の背景と研究対象 

 

 21 世紀に至ると中国社会のモータリゼーションが始まり、中国における自動車の生

産・販売台数が年々著しい成長を記録するようになった。2009 年に中国は日本を超え

て、世界一の自動車生産国となった。しかし、中国は自動車生産大国であっても、自動

車生産強国ではないと評価され、また、中国自動車産業は先進諸国の自動車産業に比べ

ると歴史が浅く、技術力も低いことが指摘されている。 

 中国の自動車産業の原点は、ソビエト連邦（以下、ソ連と略称する）の支援を得て

1953 年に設立された国有企業 F 社である。1949 年に建国した中華人民共和国（以下、

単に中国）は、ソ連を盟主とする社会主義陣営に参加した。1950 年に朝鮮戦争が勃発

し、中国は朝鮮戦争に介入することによって西側陣営と対立し、社会主義国家建設に必

要な資本やノウハウ等を西側陣営からの支援に期待することはできず、ソ連に頼ざるを

得なかった。結果として社会主義国家建設期の中国はソ連の影響を強く受けることにな

った。しかし、中国に導入されたソ連型生産システムは必ずしも中国の事情に適合して

いた訳ではなく、工業の近代化は順調には進まなかった。 

 1960 年代になると中ソ対立が激化し、中国はソ連からの支援さえも得られなくなっ

た。国家建設の参照モデルとソ連専門家の支援を失った中国は独力での国家建設を模索

し始めた。ところが、1966 年に文化大革命が勃発し、中国社会・経済に大きなダメー

ジが与えられた。F 社において、文化大革命の影響によってソ連から導入された生産シ
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ステムの中国化と発展も危機に陥った。 

 1970 年代になると中ソ冷戦が進行する中で中国は西側陣営との関係を改善し、中国

の自動車メーカーは外国自動車メーカーの生産技術や管理方法を学ぼうと努めた。しか

し、当時の中国の経済システム・社会制度等諸条件が制約となって外国自動車メーカー

の先進的な生産システムをシステムとして体系的に導入することができず、部分的に導

入され、中国化されたソ連型生産システムの補完という役割を与えられたにすぎなかっ

た。 

 改革開放政策により、中国自動車メーカーは外国自動車メーカーとの技術提携や合弁

企業の設立等を行うことができるようになった。また、中国政府も自動車産業を中心に

「以市場換技術（中国の巨大な市場をもって、外国の先進な技術と交換する）」政策1を

実施することによって、中国自動車メーカーと外国自動車メーカーとの技術提携や合弁

会社の設立を促進した。さらに、中国政府は中国の自動車メーカーを「三大三小二微」

政策2によって再編し、中国自動車市場を規制しようとした。こうして中国自動車メー

カーは外国自動車メーカーとの技術提携や合弁会社の設立を進めて外国メーカーの先

進的な技術及び生産システムを学び始めた。提携外国メーカーの先進的な技術及び生産

システムは中国自動車メーカーに大きな影響を与え、中国自動車メーカーの成長に寄与

した。 

 中国の自動車産業はおおよそ以上のような過程を経て近代化を進め、2009 年には中

                            
1 「以市場換技術」とは中国の国内市場を開放することにより外国企業を誘致し、中国企業が外

国企業と合弁企業を設立し、合弁企業を通じて外国企業の先進な技術を吸収しようという政策

である。「以市場換技術」の考案者は鄧小平であり、1979 年に公布された「中華人民共和国中外

合資経営企業法」の第五条に「以市場換技術」が明示されている。 
2 「三大三小二微」のうち「三大」とは F社、第二汽車（東風汽車）、上海汽車の三社であり、

「三小」とは TX 社、北京吉普（北京ジープ）、広州標致（広州プジョー）であり、「二微」とは

長安機器（提携先はスズキ自動車）、貴州航空（提携先は富士重工）である。 
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国は日本を抜いて自動車生産台数世界一の自動車生産大国となった。 

 本論文は以上のような中国自動車産業の歴史をふまえ、中国の代表的な民族系乗用車

メーカーC社と中国の代表的日中合弁系自動車メーカーである J 社を中心に、中国自動

車産業における生産システムの進化経路を明らかにし、その実態を検証する。 

 

研究対象について 

 

 本論に先立って、あらかじめ研究対象である C社と J社の概略を示しておこう。 

 

 １）研究対象の一つである C 社は F 社の乗用車製造工場として 1956 年に創設され、

1992 年に F 社が企業集団化するまで F 社の乗用車生産部門として事業展開してきた。

したがって、1992 年までは、C 社における生産システムの進化は同時に F社の生産シス

テムの進化の一環をなしている。 

 まず、F 社であるが、同社は 1953 年に中国共産党中央委員会主導でソ連の協力を得

て設立された中国最初の国営自動車メーカーである。こうした経緯から F社は設立当初

にソ連から生産設備、生産車種、生産システムをワンセットで導入して事業を開始した。 

1956 年には F 社は現在の民族系乗用車生産子会社であり、C 社の前身である乗用車生産

部門を立ち上げ、1958 年に同工場において中国初の乗用車を生産した。しかし、1960

年代には中ソ関係が悪化した影響で、F社は十分な開発・生産技術を取得できず、製品

開発および品質確保の両分野が F 社の弱点となった。さらに、1966 年に勃発した文化

大革命による社会的混乱が F社の生産にも大きな打撃を与え、生産システムの合理化と

中国化を阻んだ。 
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 1970 年代になると日中民間交流が進み、F 社も日本の自動車メーカーと交流する機会

に恵まれ、トヨタ生産システムの産みの親である大野耐一による指導も受けた。こうし

た背景から 1978 年には F 社の管理者たちが半年に渡って日本の自動車メーカーを訪問

し、生産システム等の経営手法を学んでいる。 

 ところが F 社の製品について言えば、主力製品であるトラック等が 1980 年代までの

30 年間あまりに亘って大きな改良もされず、生産され続けていた。F社が製品および製

品ラインの革新を追求するようになったのはやっと改革開放以後のことであった。ただ

し、F社はドイツのスポーツカーメーカーである P社やアメリカの乗用車メーカーであ

る G社などの世界的に有名な自動車メーカーに接近して技術提携を打診したが、失敗し

た。同社は 1990 年代にアメリカの自動車メーカーFD 社との技術提携も試みているが、

これも失敗している。成功したのは 1990 年代初頭のドイツの乗用車メーカーである V

社との合弁企業（FV 社）の設立であって、F 社は FV 社において V 社ブランドの乗用車

の生産を開始するとともに、F社において V社のブランド車をベースとした自社ブラン

ドの乗用車の生産を開始した。このように 1992 年の国有企業改革の下で外国先進メー

カーとの提携を進めたことにより、F 社はトラック・バス・乗用車・自動車用部品製造、

自動車販売、自動車関連情報サービス等といった多岐にわたる事業を展開する企業集団

に発展した。 

そして、F 社は 2002 年になると日本の代表的自動車メーカーである T 社と合弁系自動

車メーカーJ 社を設立している。 

 この F 社の子会社である C社は、中国で初めて乗用車を開発・生産した中国の代表的

な民族系乗用車メーカーである。正確には、C 社は 1956 年に F 社の乗用車生産部門と

して設立され、1964 年に F 社の乗用車生産部門から乗用車分工場となり、1984 年に乗
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用車工場に格上げされた後、1992 年に F 社が企業集団化したことから子会社化して経

営の独立性を高めた。そして 1997 年に C社は株式会社に改組され、同年 6月 18 日に中

国・深センにある深セン株式取引所に上場を果たした。 

 この C 社は前述のように 1958 年に中国最初の乗用車を生産し、同年に中国の代表的

な高級乗用車である「紅旗」をラインオフさせた。その後、紅旗シリーズ化され、中国

政府の専用車となって「国賓車」・「政治車」とも呼ばれるようになった。しかし、1981

年になると紅旗の主力車種が中央政府の指示により生産停止に追い込まれた。その結果、

C社は紅旗の後継車としてドイツの高級車乗用車メーカーである B社の乗用車の CKD生

産を行ったが、B社と合弁会社を設立するための必要十分な資金を得られず、合弁会社

の設立を断念せざるを得なかった。こうして 1980 年代から 1990 年代初めまでは、乗用

車メーカーであった C 社は企業存続のためにマイクロバスを主力とする商用車を生産

せざるを得なかった。ただし、計画経済の終焉と共に製品価格の設定権が認められ、マ

イクロバスの大量生産も実現できたことから、1984 年に C 社は会社設立後初めて経営

黒字化した。1990 年代に入ると FV 社の主力製品の国産化率が 80％以上に達したことか

ら、C 社は FV 社の製品をベースに、パワートレイト等を自社部品に変更して新型「紅

旗」として市場に投入した。しかし、新型紅旗は FV 社の製品と酷似しているのみなら

ず FV 社の製品よりも高価であったため、紅旗の市場は徐々に他社に奪われていった。

失われた市場を奪還するため、C社は新製品の開発に乗り出すとともに、日本の自動車

メーカーである M社と委託生産契約を結び、M 社ブランド車を生産するようになる。こ

うして C 社自身は M 社ブランドの乗用車を生産するとともに、自社ブランド車も生産し

ている。 
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 ２）次に、2002 年に設立された J 社は中国の代表的な自動車メーカーである F 社と

日本の代表的な自動車メーカーである T社の合弁企業であり、中国における代表的な合

弁系自動車メーカーである。この J 社は中国進出が遅れたと指摘された T社が本格的に

中国進出を果たした最初の合弁会社であり、日本のみならず中国でも注目度が非常に高

かったが、J 社設立の経緯は概ね以下のごとくである。 

J 社の起源は TX 社である。1983 年には、TX 社所在地の地方政府の主導により TX 社

が日本の自動車メーカーである D社の小型車の生産を決定した。翌 1984 年に TX 社は D

社と契約を結び、TXD 社が誕生した。1998 年に D 社が T 社の連結子会社となったこと

から、TX 社は T社と関係するようになり、2000 年に TX 社と T社は TXA 社を設立し、TX

社の工場の隣に TXA 社の工場を作った(この工場が後の J社第 1工場である)。ところが

2002 年 6 月に TX 社は F 社に買収され、FTX 社となった。こうして F 社と T 社の業務提

携が始まり、2003 年 9 月に TXA 社は J社と改名された。J社は設立当初から T 社の支援

を受けながらトヨタ生産システムを導入し、徐々にトヨタ生産システムを定着させてい

る。 

 

 以上のように、F社企業集団を構成する C社と J社は中国自動車産業における代表的

自動車メーカーであり、中国自動車産業の発展を理解するうえで重要な研究対象である

と言える。本論文は、この両社の生産システムを研究するものであるが、C社は前述の

ようにソ連型生産システムを導入したのち、自主的にトヨタ生産システムの導入を開始

してトヨタ生産システムにシステムを転換し、これに対して J社は親会社である T社の

指導を受けながらトヨタ生産システムを導入している。 

 よって、両社におけるトヨタ生産システムの導入実態の比較研究によって、中国にお
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ける外来生産システムの適用と適応の実態が明らかになるばかりでなく、中国において

外来生産システムを導入した際の課題も明らかになるはずである。 

 

 

 

第２節 研究課題と先行研究 

 

 前述のように、本論文は外来生産システムの中国企業における適用と適応の事例とし

て、中国の代表的な自動車メーカー２社（C社と J社）における外来生産システムの導

入実態を研究するものであるが、本研究課題に関しては以下の論点が存在する。 

 第 1 に、外来生産システムの導入・移植について、安保他（1991）に代表される諸研

究によれば、（日本的）生産システムを海外に移植し適用した際には生産システムを現

地の社会・労働文化に適合させるための修正、すなわち適応が行われている。しかも、

労働文化の違いによって、たとえ適用不可能な仕組み（労使関係諸制度）について「機

能的等価」（Adler et al.1998）といえる仕組みを導入したとしても、オリジナル・モ

デルと同等の効率を実現することは困難である（Boyer et al.1998）。安保他に代表さ

れる研究は日本的生産システムを現地に適応させる場合に生産システムのハイブリッ

ド化が起きるとし、生産システムの構成要素を６つのグループ・23 項目に分けてそれ

ぞれを５段階評価して生産システムのハイブリッド化の程度を検討している。板垣編

（1997）は安保等の研究方法を用いて中国華南地域の日系電気工場の５社を始めとして、

韓国・台湾・中国など東アジア地域における日本的経営・生産システムの応用を検証し、

韓国・台湾において日本的生産システムがかなり浸透し、人的・組織的管理のコアな部

分もアメリカ的スタイルより日本的スタイル寄りであると論じた。ただし、安保等の採
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用した方法については、５段階評価の評価基準が明らかにされておらず、評価が主観的

であるという批判がなされている。また、研究対象である海外企業による日本的生産シ

ステムの導入経緯・導入手法・導入の成果などを詳しく研究していない。したがって、

より深い実態調査によってファクトファインディングし、外来生産システムの適用と適

応の現実を明らかにする必要がある。この関連では、郝（1999）が中国のテレビ産業を

中心に日本的生産システムの「適用と適応」・「吸収と蓄積」の過程を分析し、将来的に

中国的生産システムの形成の可能性を探っている。上山他（2005）は中国の電機産業、

自動車産業、オートバイ産業など２０社以上を調査し、中国において日本的生産システ

ムを適用したハイブリッド工場の操業実態を明らかにしている。この適用・適応問題に

ついて言えば、本論文の研究対象である C 社は、中国の国有企業（の生産部門、ついで

子会社）として先進外国自動車メーカーの生産システムとノウハウをモデルとして導入

（適用）し、社会主義国家の計画経済時代から市場経済時代まで、経営を特異な政治・

社会経済的諸条件に適合させながら、生産の効率化・品質向上を試みてきた特異なケー

スであり、欧米における事業とは異なった「適応」問題が存在する。また、本論文は安

保他（1991）の観点と異なり、生産システムの適用・適応並びに生産システムのハイブ

リッド化を生産システムの進化の観点から検討する。よって、C 社および J 社における

トヨタ生産システムの現状について、本論文は生産システムのハイブリッド化を前提す

ることなく、両社におけるトヨタ生産システムの導入・適応実態、すなわち生産システ

ムの導入、人材育成、改善活動、原価低減・品質向上活動等を中心に生産システムの適

用実態を明らかにすることを主要課題とする。 

 第 2 に、C 社における生産システムの転換に関して、一般的には企業にとっては生産

システムの転換が困難であることが指摘されている。まず、生産システムの歴史につい
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てはウォマック他（1991）が以下のように説明している。自動車の生産システムは 19

世紀末の手作業生産システムから 20 世紀初期のベルト・コンベアを利用し単一車種の

大量生産を可能にしたフォード・システムへと進化した。さらに、1950 年代以後には

トヨタ生産システムが徐々に確立され、自動車の多種少量生産が可能になり、自動車の

生産システムはフォード・システムからトヨタ生産システムへと進化した。このように

理解するウォマック他（1991）は、トヨタ生産システムをベースにしてモデル化した「リ

ーン生産」をポスト・フォード・システムであるとして、競争に勝ち残りたければリー

ン生産を採用すべきであると提唱した。しかし、ウォマック他（1991）は同時に、「既

存の大量生産方式の上にリーンな生産を導入することは、かなりの苦痛と混乱を伴う。

このため、倒産の危機にでも直面しない限り、大規模な生産方式の転換は期待できない

ようだ」と述べている（ibid. pp.24.; cf.、 清水 2000a、 2000b）。また、中国の自

動車メーカーF 社におけるトヨタ生産システムの導入実態を研究した李（1996）も、F

社はパイオニアとしてトヨタ生産システムの導入を徹底的に推進したが「旧企業体制の

二重の慣性力のもとで、中国企業の生産管理方式の変革と企業システムの転換は欧米企

業以上に困難」であったと指摘している（ibid. p.59）。このように生産システムの転

換に困難が伴うことから、C社における生産システム進化の経緯・進化プロセスの検討

は興味深い課題であると言える。本論文では、C 社（F 社）がソ連型の生産システムか

らトヨタ生産システムへと生産モデルを転換した背景・問題点、転換プロセスを検討す

る。 

 第 3 に、社会主義中国においては建国して以来、経済および企業の諸制度は数回の変

革・改革によって大きく変化し、国有企業の経営はこのような変化に少なからず影響を

受けてきた。本論文の研究対象である F社・C 社および J 社も例外でないばかりか、特
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に F 社（C社）はその設立の経緯から中央政府の政策に大きく左右されてきた。よって

F 社・C 社の生産システムの進化を明らかにするためには、中央政府の政策の変遷と企

業経営との関係の分析が不可欠である。 

 この中国における政治・経済および企業の諸制度の変化について、呉（2007）は 3回

にわたる改革を指摘しているが、本論文では以下のように呉とは異なった時期の区分を

採用している3。既述のように、1949 年に建国された中華人民共和国は、国家建設の資

本やノウハウ等をソ連の支援に頼るしかなかった。1953 年から中国はソ連の５カ年計

画を参考にして第 1 次５カ年計画と「社会主義工業化」戦略を打ち出すと同時に私営企

業・資本主義的商工業に対する社会主義改造を行った。よって 1958 年は中国にとって

の 1 回目の改革の起点であった。1958 年に中国経済は社会主義経済化し、主な企業形

態は国営企業あるいは集団所有制企業となり、中国経済は計画経済の時代に突入した。

1978 年に鄧小平氏が改革開放政策を提唱し、中国は計画経済から市場経済へ移行する

時期に入り、これが社会主義中国にとっての 2 回目の改革となった。中国の 3回目の改

革は 1993 年に中央政府が社会主義市場経済体制の構築を国家目標として定めたことで

あり、これによって社会主義市場経済期に突入した。各期の制度変化について言えば、

まず、「計画経済」期においてはソ連型中央集権的計画経済とソ連型経営を導入したが、

大躍進、中ソ関係悪化と文化大革命等が社会経済・企業経営に大きな影響を与えた。「経

済移行」期において改革開放政策の実行、「請負制度」の形成、「以市場換技術」政策の

樹立、「国営企業改革」の実行、「会社法」の公布などがあった。「市場経済」期におい

ては「労働法」の公布、「国有企業改革」の実行、WTO 加盟など大きな出来事があった。

                            
3 呉（2007）によれば、中国の 1回目の改革は 1958 年から 1978 年であり、2回目の改革は 1979

年から 1993 年であり、3回目の改革は 1994 から現在に至る（同書、pp.43-79）。 
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この間の中国の企業制度に関する研究では、苑（2004）は政治・経済体制と生産システ

ムの関係に着目して、「56 年体制」と名付けた計画経済体制下の生産システムから「93

年体制」と名付けた市場経済体制下の生産システムへの変遷を説明している。李（2000）

は企業経営と労使関係の視角から中国国有企業とりわけ鉄鋼産業の1950年代から1990

年代までの間における変化を研究している。他方、萬成他（1997）は中国国有企業を中

心に企業の組織改革・制度改革を研究し、中国の産業政策の企業に対する影響を指摘し

ている。しかし、いずれの研究も計画経済から市場経済へ移行する時期の自動車生産シ

ステムに関する議論を欠いている。よって本論文は、中国企業に大きな影響を与えた変

革・改革が F 社・C社の経営および生産システムに及ぼした影響を検討し、事例として

政治的制度的環境の変化と生産システムの進化との関係を示したい。 

 中国自動車産業および中国への技術移転に関する研究であるが、人（働き方）と物（機

械設備・製造技術）のシステムである生産システムの進化という視点から中国自動車企

業を研究するものは少ない。丸山（1994）はアジアを中心に日本自動車メーカーのグロ

ーバル戦略を研究し、中国自動車産業についてその歴史と特徴に触れ、「改革開放」政

策以後の中国自動車産業における外資導入および日本の自動車企業の中国進出を概観

している。そして、日本的生産システムを中国企業に移転する際に、社会制度面から「管

理慣行」面にわたって、「競争指向」と「安定指向」、規律要求と「随心所欲」（好き勝

手にすること）、協働と「持場主義」、改善活動と「指令主義」、という４つの衝突が存

在することを指摘し、金杯汽車股份有限公司と慶鈴汽車股份有限公司の実例を示してい

る。また、丸山（2001）は中国自動車産業を中心に中国自動車産業の史的展開、トヨタ

生産システム並びに日本的生産システムが中国自動車産業に与えた影響について実態

研究を行っている。しかし、上記の研究から既に１０数年経っており、著しく発展した
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中国自動車産業の現状を説明できるものではない。李（1997）は中国国有自動車大手 2

社を中心に生産システムの導入と進化を分析し、中国自動車産業の重層的分業構造の形

成および 2社の比較研究を行った。F 社におけるフォード・システム4およびトヨタ生産

システムの導入と進化を研究し、F 社におけるトヨタ生産システムの生みの親の 1人で

ある大野耐一の直接指導等について詳しく説明しているが、F社におけるフォード・シ

ステムの適用・適応および中央政府の自動車産業政策が F 社に与えた影響等については

言及していない。しかも、同研究は 15 年以上前の研究であり、F 社におけるフォード・

システムの適用・適応実態や 21 世紀における発展についての研究が必要である。 

 以上のように、本研究は中国の代表的な自動車メーカーである C社（F社）がどのよ

うに外来生産システムを導入・移植し、定着させたのかを研究課題の一つとし、中国国

有企業の生産システムの進化経路を検証する。また、本研究は生産現場・改善活動を中

心に中国の代表的な自動車メーカーであるC社とJ社におけるトヨタ生産システムがど

のように導入されたのか、その現状を検証する。 

 

第３節 研究方法 

 

 本論文においては、F 社・C 社の設立期からの生産システムの進化と C 社と J 社にお

けるトヨタ生産システムの導入・展開実態を研究するものであるが（李（1996，1997）、

趙容（1997a,1997b,1998,1999a,1999b））、先行研究に見るように F社・C 社の生産シス

テムの進化に関する詳しい研究は存在しない。その原因は、研究者の関心を別にしても、

                            
4 李（1997）は F社が設立当初から導入した生産システムがフォード・システムと称しているが。

本論文において F社はソ連経由して導入した生産システムがソ連型生産システムと呼ぶ。 
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そもそも両社に関する利用可能な資料が文化大革命時に散逸するなどした影響によっ

て少なく、経営史に資料上の空白期間が存在したことにある。F 社に関する最も詳細な

中国語文献である全国政協文史和学習委員会（2007）においても、同書が主に回顧録で

あるということもあって生産システムに関する詳しい記述は見られない。中国における

生産管理論の代表的研究である陳（2009）および王（2010）も F 社の生産管理を個別に

は論じていない。F 社の公式資料である社史（廠誌）でさえも 1956〜1986 年の 30 年間

の記録において同社乗用車生産部門である C 社に関する記述はわずか２ページ存在す

るのみである。このように、企業設立期から現在までの F 社および C 社における生産

システムの進化を明らかにしようとする本研究の課題を遂行する上で利用可能な文

献・資料は不十分であった。また、J 社については 2000 年に設立されたばかりであり、

同社の生産システムの仔細に関する研究は皆無であり、また情報も少ない。 

 以上のような資料・情報の制約を克服するために、F社・C 社および J 社に関して資料

収集を主なうとともに、聴き取り調査および参与観察を実施した。C 社に関しては、筆

者は 2004 年から 2013 年までに毎年 1〜2 回 C 社の製造現場にて観察調査と聞き取り調

査を行った。F 社に関する資料調査は 2004 年から 2014 年まで F 社、F 社資料館、古書

店を訪問して会社資料の収集を行うとともに、同社の関係者や工場への聞き取り調査を

行った。J 社については、筆者は 2009 年 11 月から 2010 年 2 月までの約 3 カ月に渡っ

て J社のメイン工場生産部門の契約従業員として就業し、配属先において参与観察を行

った。J社の配属先以外の部門については各部門の管理者や生産現場の作業員に対して

聞き取り調査を行った。参与観察の終了後にも関係者への電話による聞き取り調査を続

け、情報を補完した。以下、本論における説明は本論文末に示す参照文献を除き、全て

筆者が収集した一次資料（会社資料）・データに基づくものである。 
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第４節 本論文の構成 

 

 本論文の構成は以下のごとくである。 

 第 1 章 計画経済期における生産システムの進化 

 本章においては計画経済期におけるF社およびC社の生産システムの進化について検

討する。第 1 節においてソ連型生産システムの導入実態を説明し、第 2節において中国

共産党の「大衆路線」による生産システムの中国化の試みを説明する。第 3節において

「大躍進」以後に中国政府が定めた「工業 70 カ条」による生産システムの中国化を論

じる。 

 第 2 章 経済移行期における生産システムの進化 

 本章においては計画経済から社会主義市場経済への移行期における F 社（および C 

社）の生産システムの進化について説明する。第 1節において改革開放初期における大

野耐一等の直接指導によるトヨタ生産システムの導入実態とその展開を示す。第 2節に

おいて C 社が間接的にトヨタ生産システムを導入するにいたる経緯と実態を説明する

ことにする。 

 次に、社会主義市場経済期における生産システムの実態を第 3 章と第 4章において説

明する。 

 第 3 章 C 社におけるトヨタ生産システム導入の現状 

 本章においては C 社におけるトヨタ生産システムの全面的導入の実態を説明する。第

1 節において C社の現状・概要を紹介し、第 2 節は C 社におけるトヨタ生産システムに

よる人材育成の実態を説明する。第 3節は C社におけるトヨタ生産システムの実践を説
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明し、第 4節において C 社におけるトヨタ生産システムによる改善活動の実例を示す。 

 第 4 章 J 社におけるトヨタ生産システム導入の現状 

 本章においては J 社におけるトヨタ生産システムの導入実態を説明する。第 1 節にお

いて J社の現状・概要を紹介し、第 2節において J社におけるトヨタ生産システムによ

る人材育成の実態を検証する。第 3 節において J社におけるトヨタ生産システム実践を

説明し、第 4 節において J社におけるトヨタ生産システムによる改善活動を示す。 

 終章 結論：研究成果と残された課題 

 最後に、終章において C社（F 社）における生産システムの進化を総括するとともに、

C 社と J 社において展開されているトヨタ生産システムを比較し、中国社会においてト

ヨタ生産システムを実践する場合の課題を示すことにする。 
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第１章 計画経済期における生産システムの進化 

 

第 1 節 ソ連型生産システムの導入 

 

 1949 年に中国共産党によって社会主義国家として建国された中国は、ソ連を盟主と

する社会主義陣営に属し、国家建設のための資本やノウハウ等をソ連に頼った。1950

年には中ソ友好同盟相互援助条約が結ばれ、ソ連によって 156 の支援プロジェクトが実

施された。最重要な支援プロジェクトの 1 つとして F 社が設立され、同社は生産設備、

生産車種、生産管理方法等をソ連からワンセットで導入し、ソ連式の生産システムを全

面的に採用した。 

 この生産管理方式の導入は『生産組織設計』に基づいて行われた。『生産組織設計』

とはモスクワ自動車（AMO）のスターリン工場5をモデルとして同工場の専門家が作成し

た管理体制、生産管理、技術管理、経済計画管理、人事管理、管理基礎などを詳しく記

載したマニュアルである。『生産組織設計』は上部と下部からなり、計 26 篇、62 巻、

62 冊、160 万字余り（300 万字説もある）のボリュームである。その上部の 4 篇７冊は

企業管理体制、組織機構、操業規則、職責範囲、職務説明、定員編成を説明し、下部の

                            
5 スターリン工場は、1916 年に設立されたモスクワ自動車（AMO：現在の ZIL 社、

http://www.amo-zil.ru）の P.フェレーロ AMO 工場が 1931 年にスターリン記念工場 (Zavod Mien 
Stalina)と名称変更されたものである。同工場の日本語表記については、源川他（2002）はモス

クワ自動車工場もしくはスターリン名称モスクワ自動車工場とし、趙（1999）、関・池谷（1997）、
張他（2004）、苑（2009）はスターリン工場と表記し、また ZIL 社のホームページの歴史に関す

る紹介文ではスターリン工場と記述している。よって、本論文において工場名はスターリン工

場とする。なお、スターリン工場は 1956 年のフルシチョフによるスターリン批判の後にリハチ

ョフ工場(Zavod Imeni Likhatchiova)に名称が変更され、社名も ZIL になった。 
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22 篇 55 冊は各職能組織システム、操業方法、各種規定・制度、作業ブロセス、各種報

告書・帳票仕様等を説明している。F 社の会社資料によればこの『生産組織設計』の要

点は以下のごとくである。 

 

１） 管理体制 

 F 社の製造工場の管理体制は社会主義企業組織の原則に基づき、生産区域管理制度6

（グループリーダーによる管理）を採用する。企業経営に関しては「一長制」7を基本

とし、「一長」である廠長は国家の委任を受け、「工廠」規則に基づいて工場を管理し、

生産、技術、財務等の企業活動全体の管理責任を負う。廠長以下の指示命令系統は工場

主任（「車間主任」）、部長（「処長」）、部門主任（「工部主任」）、チーフリーダー（「総工

長」）、グループリーダー（「工長」）で構成され、各職位者はそれぞれの管轄業務の責任

者である。 

 企業管理については、各種定額指標、原本記録、統計、測定等を制度化し、製品図、

技術ファイル、アーカイブ管理等を完備して科学的な管理制度を確立することとされて

いる。 

２） 生産計画  

 年間生産計画は原価計画および経済計算（「経済核算」）に基づいた年度生産財務計画

および指標システムによって、製品別生産量、総売上、在庫変動等を考慮して作成され

る。要員計画は労働生産性、職別必要要員数、職務別従業員賃金総額を考慮して作成さ

                            
6 生産区域管理制度とは生産工程に応じて労働者を編成し、各作業班において班長が責任を負

う制度である（苑 2009、 pp．59-60）。 
7 「一長制」については、古くは山名（1969）が注目して説明しているが、「一長制」の由来に

ついての言及はなされていない。会社資料によればスターリン工場は「一長制」を採用してい

るため、F 社は『生産組織設計』に基づいて管理体制を導入する際に「一長制」を導入した。 
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れ、計画要員数に平均賃金を適用するなどして労務費予算が計算される。生産が計画ど

おり実施されない場合に従業員を再編するために、計画実施編成措置と呼ばれる再編成

措置がとられる。物資購入計画は品目別物資消費量、計画期間減価償却額、在庫量変動、

申請された購入量、リサイクル利用等をもとに作成される。生産技術については技術開

発計画が立てられ、新技術の採用計画、新製品試作計画、技術開発計画、標準化計画等

が作成される。 

 製品原価については直接製造費、製造間接費、製品別製品原価、比較できる製品の原

価低減額（「可比製品降低額」）等に基づいて原価計画が作成される。 

 

３）生産管理 

 生産管理は生産管理部門が集中的かつ統一的に行う。生産については品質管理や安全

管理等の生産に関わる責任制度を浸透させ、生産作業計画に基づいた平準化生産が行わ

れる。 

 生産においては製品品質の確保が最重要課題であり、そのために階層毎の技術責任・

管理制度を導入する。製品の品質検査については専門検査チームが検査を実施し、原材

料の搬入から製品の出荷までの各工程において国家基準、製品図面や工程基準等をもと

に品質検査を行う。検査部長は廠長に直属し、不良品の受け入れ拒否ができ、検査部長

の裁定は廠長の命令がない限り撤回できない。また、設備のメンテナンスについては機

械設備の計画的予防保全を基本とし、設備保全、操業規則、潤滑油注入規則、稼働率検

査を実施する。 

 

４）人的資源管理 
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 一般に従業員は各自最善を尽くし、社会主義労働競技を行わねばならず、労働に応じ

た賃金が支払われる。 

 事務職員については、職員は計画的なトレーニングおよび文化学習への参加によって

技術・企業管理知識を学習し、企業の規則・制度を熟知するとともに文化素養を高める

ように教育される。技術者については、彼らを生産活動・工程作業に参加させ、改善提

案（「合理化建議」）および技術革新活動に参加させる。そして優秀な労働者・管理者に

ついては国内外の大学に派遣して勉強させるものとする。 

  

 以上のような内容を持つ『生産組織設計』は 1954 年末にスターリン工場から F 社に

送られ、F社は 1955 年から全社で８ヵ月間の学習実践期間を設け、『生産組織設計』を

定着させようとした。そして『生産組織設計』の導入によって F 社は近代的生産システ

ムを体系的に導入することになった。 

 管理システムについては総責任者である廠長から現場責任者である工長までの管理

体系が確立され、生産については計画に従って平準化生産が目指され、技術管理におい

ては設備保全、稼働率向上、標準作業の実施、品質の確保等が重視され、在庫管理、原

価管理、労務費管理、技術開発等に関して詳細なマニュアルが作成され、人事管理にお

いては人材育成や従業員のモチベーション向上等も配慮された。しかし、F 社における

『生産組織設計』の導入は以下の問題を生じさせた。 

 第 1 に、企業の経営管理体制について『生産組織設計』はソ連で実行されていた「一

長制」を採用したが、前述のように「一長制」は廠長が生産管理、経営管理、技術管理

等のすべてについて指揮権を持つと同時にすべての責任を負う制度である。ところが、

当時の中国の国営企業経営については中国共産党組織の影響力が強く、企業管理におい
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ては廠長１人に権限を集中させるのではなく、集団指導体制が重視されていた。 

 第 2 に、人的資源管理について、『生産組織設計』は中国共産党の強みである「大衆

路線」を反映した管理ではなかったために、中国共産党が強調した「従業員の主人公意

識」を喚起できるものではなかった。 

 第 3 に、賃金制度についても『生産組織設計』は職務賃金制度を採用していたが、当

時の中国は職級賃金制が主流であるため、ソ連型の職務賃金制度は中国の実情に適して

いないという問題があった。 

 よって F社は『生産組織設計』に示された諸制度をそのまま適用するのではなく、こ

れを中国共産党の政策および社会主義中国の社会制度・習慣に適合するように修正する

必要があった。 

 

第２節 「大衆路線」による生産システムの中国化の試み 

 

 以上のような『生産組織設計』の適用問題について、F 社は 1956 年後半から対策と

して 1958 年以降に「両参一改三結合」8と呼ばれるようになった運動を進めた。 

 全国政協文史和学習委員会（2007）によれば、「両参一改三結合」とは 3 種類の活動

                            
8 「両参一改三結合」運動の起源については研究史上、定説化されているとは言えない。

山名（1969）は 1959 年に黒竜江省から始まって全国に広がったとし、吉田（1977） は
黒竜江省慶華工具工場（機械工場）において大衆的な行動として起った、としている。

ただし横山（1966）は、1957 年冬から山西省陽泉市で実施された幹部の労働参加と大

衆の管理・経営参加を意味する「両参」が出発点であったとしており、また楊（1968）
は「両参一改三結合」を 1958 年以来のスローガンであるとしている。しかし、最近の

研究成果によれば、「両参一改三結合」は 1958 年以前にチチハルの国営建華機械廠にお

いて初めて実践されたとされているが、正確な開始年は示されていない（陳 2009: p.25）。
しかし、F 社の会社資料（『一汽創業五十年 1953-2003』によれば、「両参一改三結合」

という言葉は、1958 年 9 月 19 日に鄧小平・党中央総書記等が F 社を訪問した際に、工

場管理者の報告内容を聞いて命名し、その後、毛沢東が提案した「鞍鋼憲法」にも使わ

れたと記されている（cf.、 同書、 pp. 112-115）。 
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の総称であるが、これは毛沢東による「鞍鋼憲法」9の重要な内容となる。まず、「両参」 

とは従業員が企業管理に参加するとともに、管理者が現場作業に参加することである。

第 1 の「従業員が企業管理に参加する」に関しては、F 社は 1956 年後半にトラックの

テスト生産を終え、量産化を始めた後に、中国共産党の「大衆路線」を工場生産に導入

して従業員を品質管理と原価管理に参加させた。品質管理については、従業員の自己検

査、前工程と後工程の相互検査、検査員による専門検査の「三検」制度を確立し、これ

を全社に普及させた。原価管理に関しては、F 社の廠長が木工工場塗装組の現場作業に

参加し、従業員と共に操業方法の改善や廃棄材の回収再利用等の改善を行い、一台あた

りの塗料使用量を 8.9 Kg から 7.43 Kg まで削減した。このような改善方法が F 社全社

に横展開され、1957 年の一台当りの生産コストは 1956 年に比べて 28.7％削減され、1、

000 万人民元の原価低減目標が達成された。1958 年には、F社はハルビン慶華機械廠の

経験を生かし、全社の各作業グループに政治宣伝員、技術品質員、会計・統計担当員（「経

済核算員」）、設備工具員、安全労働保安員（「安全労保員」）、生活福祉員等８種類の従

業員民主管理員（いわゆる「八大員管理」10）を任命し、「従業員が管理に参加する」運

動を展開した。第 2 の「管理者が生産に参加する」という運動のきっかけは 1957 年か

                            
9 「鞍鋼憲法」については、古くは山名（1969）、横山（1970）等が修正主義的な「工

業７0 ヵ条」政策に反対した毛沢東が鞍山鉄鋼コンビナートにおける経験をもとに社会

主義工業建設の基本方針を示したものであるとして、その内容を紹介している。なお、

華国鋒主席時代の 1978 年 7 月 4 日の『人民日報』社説は、1961 年起草の工業 70 ヵ条

は 1960 年の毛沢東の鞍鋼憲法の基本原則を具現したものであるとしている

（IDE-JETRO ホームページ、図書館＞アジア動向データベース＞1978 年＞中国による）。

ただし、毛沢東は 1959 年に大躍進政策による混乱の責任を取って国家主席を辞任し、

劉少奇・鄧小平による修正主義路線へと転換していることから、この『人民日報』の社

説の内容そのまま受け取ることはできない。なお、陳（2009）は、工業 70 ヵ条が文化革命

期に資本主義的な施策であると批判され、劉少奇と鄧小平の失脚につながる理由の一つになっ

た、としている（cf.、 同書、pp．24-32）。 
10 「八大員管理」制度の下では、各工廠はそれぞれの事情に合わせて管理項目、管理範囲、職

務名称を設定することができた。この「八大員管理」制度は李（2000）pp. 82-83 で説明されて

いる「八大員制度」のことである。 
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らの「整風運動」である。この「整風運動」の初期の目的は、一部の共産党党員に見ら

れた官僚主義・主観主義を克服するためのものであった。F社のすべての管理者は毎週

2 日間を無会議日として、廠長を始めとする管理者全員が現場従業員を先生にして、現

場従業員に教えてもらいながら現場作業を行った。 

 次に「一改」とは「合理的ではない規則や制度などを改革する」ことを意味するが、

「一改」が謳われた原因はソ連の管理制度が中国の実情に適していないためにそのまま

適用することができないという問題にあった。「一改」によって改革が必要とされた対

象は『生産組織設計』に示された工廠管理に関する「一長制」であった。先述のように、

「一長制」とは廠長が工廠の管理権や生産指示権等の権限を握るとともに工廠の全責任

を負うものである。しかし、社会主義中国においては歴史的経緯から企業内共産党組織

の書記も強い影響力を持っている。したがって、ソ連の『生産組織設計』を全面的に導

入した F 社は管理において総責任者である廠長と影響力が強い企業内共産党組織書記

との二重権力状態が生まれるという矛盾が生じ、混乱した。その結果、1954 年 9 月に F

社の共産党組織書記である顧循が更迭され、上海市共産党組織の書記であった趙明新が

F 社の共産党組織の書記に任命された。この人事によって「一長制」は継続されたもの

の、1956 年以降は廠長が共産党組織書記の指導のもとに経営を行うことになり、二重

権力状態は解消された。そして、「一長制」は中国社会に適していないことから、F 社

は「一改」の下に徐々にソ連型管理システムの中国化という「適応」を進めていった。 

 最後の「三結合」とは管理者、技術員、作業員が力を合わせて技術革新等を行うこと

である。このような政策の原因は生産現場における高度な専門技術を持つ技術者の深刻

な不足である。F社は設立当初にはソ連から派遣された約 200 人の経験豊富な支援者が

働いていた。また、F社は 1953 年 11 月から 9回に渡って延べ 518 人の研修員をモスク
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ワのスターリン工場に派遣して自動車生産を学ばせた（cf.李 1997）。研修員達は F 社

に戻った後、企業管理から生産技術まで幅広い分野で活躍している。しかし、これらの

支援者と研修経験者は F 社が直面していた問題の解決に追われたため、すべての問題に

対して十分な対応ができなかった。他方、F社は建設当初から中国全国からの様々な支

援を受け、従業員には専門技術を持ち、現場経験豊富な熟練工が存在し、生産現場の問

題を解決するには彼ら熟練工の技術と経験が重要な役割を果たしていた。したがって、

管理者、技術員、作業員が協力する「三結合」制度はこうした熟練工の能力を生かすう

えで非常に有効な施策であった。偶然ではあるが、「三結合」による問題解決はトヨタ

自動車の QC サークル・小集団改善活動によるそれに類似していた。 

 C 社は、上記の「両参一改三結合」を 1958 年から実施したのであるが、その背景に

は 1957 年に終わった第 1 次 5 ヵ年計画（1953-1957 年）が中国政府の期待以上の成果

をあげ、1958-1962 年の第２次 5 ヵ年計画の基本方針として打ち出された「大躍進」運

動（農業と工業の大増産を図る政策）があった。このような政治動向に合わせて、F社

は1958年 5月5-23日に北京で開催される中国共産党第八回全国代表大会第二次会議に

新型乗用車を献上（「献礼」）する方針を決め、同社の設立記念日である 1958 年 7 月 15

日に完成を予定していた乗用車の製作期間を大幅に短縮して 1958 年 4 月から全社総動

員によって乗用車の製作を加速し、完成車を５月 20 日までにラインオフさせようとし

た。それゆえに C社は「両参一改三結合」を採用したのである。 

 具体的には、乗用車プロジェクトチームが従業員の提案にもとづいて乗用車の部品表

を作って部品製造の進行状況を把握し、製造現場を指揮した。製造現場は指示に従って

部品を製造し、物流は前工程が製造を終えた製品を後工程に送り出していく「リレー」

方法（プッシュ方式）を採用して製造時間の短縮を図った。完成した部品は完成品であ
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ることを表示した「標箋」（一種の カンバン）が張られて組立工場に送られる一方、部

品リスト表に「完成」を表示して製造の進捗状況を分かりやすく把握できるようにした。

また、F社は企業内の乗用車製造に関わる工場から精鋭を引き抜いて F社の企業内中国

共産主義青年団団長である王道義をチームリーダーとするパイロットチームを結成し、

パイロットチームのメンバーと設計員・技術員が協力して部品製造工程や組立工程の問

題解決を図るようにした。 

 しかし、現実にはいずれの対策も期待された効果を得られず、「両参」とその延長線

にある「八大員管理」は、結局は管理者が管理に専念できず、従業員も生産に専念でき

ないという状況を生み、管理者と従業員の責任が曖昧になった。そのため、生産システ

ムに大きな混乱が生じ、生産に悪影響を現れた。「三検」もまた形骸化し、不良品が著

しく増加する状態になった。「一改」もまた大躍進という時代背景から「多（多く）、快

（速く）、好（立派）、省（ムダなく）」を一方的に強調したため、生産システムの適応

問題を解決していこうという環境ではなかった。すなわち、すべての制度が見直され、

「多、快、好、省」に反するものはたとえ合理的な政策・対策であっても破壊し尽くさ

れた。「三結合」においても結局は生産現場における管理者および技術員の科学的な意

見は無視され、熟練工の経験のみを頼りとして、問題が発生する度にアド・ホックにパ

イロットチームが結成され、問題解決が図られるようになった。このように、「大躍進」

運動の盲進が原因となって、C社と F社が導入したソ連型生産システムの改良による中

国的文脈への適応も不十分なまま生産が続けられていった。 
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第３節 政府の政策による生産システムの中国化 

 

 1961 年になると「大躍進」運動は中国社会に広範囲かつ深刻な問題（生産至上主義

のもたらした混乱と大飢饉・大量餓死）を引き起こし、中国政府はこの深刻な状態から

脱出するために『国営工業企業工作条例（草案）』、いわゆる「工業 70 ヵ条」11を公表し

た。この「工業 70 ヵ条」の要点は概ね以下のごとくである（『国営工業企業工作条例（草

案）』1961 年版による）。 

 

１） 計画経済と企業の役割 

 国家による「五定」、すなわち国家が、企業の製造製品と生産規模の決定、従業員編

成と管理機関の決定、主な原材料、燃料、動力、工具等消耗品の償却費と供給元の決定、

企業の固定資産と流動資産の決定、企業間協力関係（原材料供給、部品供給、技術提携

等を含む）の決定を行う。企業による「五保」、すなわち企業は国家の定めた製品種類、

品質、数量の保証、総賃金額を超えないことの保証、原価計画と原価低減の保証、国に

収める企業利益の保証、そして主な設備の使用・償却期間の保証を行う。 

 こうした「五定」・「五保」に従って、企業は国家が認可した企業年度計画と各種契約

にもとづいて四半期計画、月度計画、作業計画（旬間計画）を作成し、行政管理機関の

                            
11  この「工業 70 ヵ条」に言及した横山（1970）は内容については公表されていないために詳

細は不明であるとしつつ、劉少奇批判論文（陳文泰「劉少奇が売りさばいた『単独責任制度』

の正体」『人民中国』1969 年 1 月号 ）の当該箇所（同、pp. 98-99）を抜粋邦訳して、工業 70

ヵ条を工場長の権限を最高のものとする修正主義的経済綱領として批判的に紹介している。な

お、萬・丘（1997）は、『国営工業企業工作条例（草案）』1961 年版および 1965 年修正版を使っ

て工業 70 ヵ条の概要を紹介している。 
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認可を受けた生産計画に従って規則的に生産を行わなければならない。企業の生産、技

術、財務計画は①製品の品種、規格、数量計画、②技術実施計画、③設備メンテナンス

計画、④生産に関わるその他の計画、⑤労務・賃金計画、⑥物資・技術調達計画、⑦運

送計画、⑧原価計画、⑨財務計画を含むものでなければならず、また新製品の開発には

新製品開発試作計画を作成し上級管理部門に提出しなければならない。 

 

２）管理責任制度 

 企業が責任を負うべきものは、計画管理、技術管理・品質管理・保安と事故分析報告、

労務・賃金、物資供給・製品販売、経済計算・財務管理、賞罰である。 

 企業は自社の特性と経験に基づき、従業員と十分な議論を重ねて、工廠管理本部（「廠

部」）、工場、工程、グループ（「小组」）等の各等級の責任、そして生産、技術、労務、

供給、販売、運輸、財務、厚生、人事等の各機能部門と担当職員の責任、そしてすべて

の従業員の職務責任を明確にしなければならない。廠長は共産党委員会の指導の下に工

廠の生産・行政管理についての責任を負う。工廠管理本部（「廠部」）は企業の管理部門

であり、計画設定、生産管理、財務管理、製品設計、品質管理を指揮・監督し、工場の

従業員、材料、設備の調達等を指揮する。工場、工程、作業グループの責任者はそれぞ

れ工場主任、チーフリーダー、グループリーダーであり、専門部署の責任者は部署の課

長もしくは室主任とする。 

 

３）財務関係 

 企業は独立した財務部門を設置し、財務部門もしくは専門職員を配置しなければなら

ない。工場の財務・会計責任者は廠長が直接に任命し、企業の総会計士および財務・会
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計責任者は上級管理機関（各等級の財政局）が直接に任命する。 

 企業は原価計画を策定し、製品コストを低減しなければならず、生産期間毎の原材料、

燃料、半製品の在庫を定め、定期的に棚卸しを行うとともに基準の在庫量を超えないよ

うにしなければならない。 

 企業は国家が定める工場引渡価格・販売価格を守り、新製品の価格は上級管理部門（計

画管理委員会など）の認可を必要とする。 

 

４）共産党組織と労働組合 

 企業内の共産党組織は中国共産党の企業における基礎組織であり、共産党の指導権は

企業共産党委員会に集中する。共産党員は従業員の模範となり、自らの模範行動により

従業員によい影響を与えなければならない。企業内の共産党は労働組合と共産主義青年

団を指導し、共産主義青年団は労働組合に協力して文化、娯楽、スポーツ活動を展開す

る。 

 労働組合は共産党委員会の指導の下に、①従業員全員のモチベーションを向上させ、

社会主義労働競技を展開し、先進的な経験を普及させ、生産計画を実行させる、②従業

員に国家の政策、法令および企業の規則・制度を遵守させる、③作業員、技術員、職員

を団結させる、④従業員の福利厚生、賃金制度、奨励制度、国家の労働保護法および労

働保険条例の実行を監督するとともに、食堂、宿舎、浴場、育児書などを運営し、従業

員の生活上の問題を解決する、⑤従業員の文化・技術学習を組織し、従業員のための文

化、娯楽、スポーツ活動を組織する、⑥地域政府と連携し、従業員の家族の教育を行う、

といった役割を担う。従業員代表は毎年改選され、年 4回以上開会される従業員代表大

会において企業管理上の重要な問題を議論し、問題を解決する。 
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 さらに、共産党委員会は生産管理についても指導責任を負う。すなわち、企業内の共

産党委員会は、企業内において①共産党の政治路線、方針、政策を実行させ、国家計画

および上級管理機関が指示した任務を果たし、②企業の各種の重大な事項を議論・決定

するとともに、③各等級の管理責任者が国家の計画、上級管理部門の指示、企業内共産

党委員会の決定事項の実行状況を監督・監査する。工場、工程および専門部署の共産党

支部は政治活動を行い、作業員、技術員と職員を団結させ、企業内共産党委員会の決定、

工廠管理本部の指示・命令を実行させ、生産計画の進捗を監督する。この②の「各種の

重大な事項」とは、企業の年度計画、四半期計画、月度計画および計画を実行するため

の措置、企業の増改築および総合利用・副業経営計画の策定、生産・技術・供給・販売・

運輸・財務等に関する重大事項、労務・賃金・奨励金・福利厚生に関する重大事項、重

要な規則・制度の策定・修正・削除、企業の重要な機能に関する調整、工場の課長、室

長以上の管理者とエンジニア・クラス以上の技術員の任命・賞罰と従業員解雇、企業奨

励金基金の使用、企業生産管理上のその他の重要な事項と多岐にわたっている。 

 なお、企業内の共産党組織、共産主義青年団組織、労働組合の活動、会議・社会活動・

政治学習等は勤務時間外に行い、活動時間は週４時間を超えてはならないこととされて

いる。 

 

５）技術管理 

 企業は国家の計画に基づいて新製品の開発・生産を行い、開発・生産は研究・試験、

設計、試作・検証、製品決定、小ロット生産と量産というプロセスで進められる。 

 生産技術については廠長もしくは生産担当副廠長に直属するチーフエンジニアが責

任を負い、企業の実情に合わせて生産技術、動力、機械、設計、試験等の分野において
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チーフエンジニアのアシスタントが任命される。生産設備については、企業は設備管理

を強化し、設備のメンテナンス計画の作成と保全要員の確保によって、すべての設備を

良好な状態に保ち、正常な稼働を確保しなければならない。品質については、国家もし

くは工業管理機関がすべての製品の品質基準を定め、企業はこの品質基準に従って生産

する。企業内では廠長に属す品質管理部門を設置し、品質検査は従業員の自己検査、相

互検査、専門検査員による検査を実施するが、専門検査員の検査が重視される。 

 企業は管理者、技術者、従業員が力を合わせて、管理者の指示を正確に実施し、技術

者の科学的な意見や従業員の実務経験を尊重しなければならない。企業は合理化提案を

受け入れ、生産技術の改善、操業方法の改善、設備・工具の改善、原材料・燃料の利用

方法の改善、製品設計の改善を行い、企業条件に合わせて、生産や運搬などを徐々に半

機械化、機械化、半自動化、自動化するものとする。また、企業の実情に合わせてパイ

ロット工場や試験センターを設立することができる。 

 企業間関係については、国家の定めた役割と地域経済における分業に基づき、企業は

企業間協力関係を確立し、企業間契約を守り、協力義務を果たさなければならない。協

力関係に関する監督機関は中央政府、省・自治区、県、都市等各レベルの経済委員会で

あり、企業間・部門間の協力関係や契約上のトラブルが生じた場合は、関連レベルの経

済委員会の専門機関が裁定し、解決する。 

 

６） 人的資源管理 

 企業はそれぞれの生産条件や国家が決めた生産規模等に従って従業員数を決定し、従

業員を雇用・解雇することができる。この従業員には長期従業員（いわゆる正規雇用の

固定工）、契約従業員と見習いが含まれる（契約従業員の雇用期間は契約に定められ、
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期間満了後に雇用契約が解除される）。 

 国営製造業企業の賃金制度や奨励金制度は「按労分配」（労働に応じた配分）を原則

とする。個々の作業員、技術員、事務職員の報酬は熟練度および生産数量と品質を考慮

して決められる。作業員の賃金は勤務時間数もしくは出来高（産出個数）によって決定

され、技術員・事務職員は勤務時間数によって決められ、熟練度、生産数量、品質等も

考慮される。勤務時間数に従った賃金は基本給と奨励金を含んでいる。作業員の奨励金

は毎月評価され、毎月支給されるのに対して、技術員・事務職員の奨励金は四半期毎に

支給される。企業は従業員の基本給の支給を保証しなければならず、生産停止時には国

家の定める規定に従って従業員に賃金を支給しなければならない。さらに、職級が最高

級に達し10年以上勤務した者もしくは職級は最高級に達していないが15年以上勤務し

た作業員と 15 年以上勤務した技術員・事務職員には長期勤続手当（「工齢津貼制度」）

が支給される。なお、改善によって従業員数を省き、賃金総額を節約した場合、企業は

国家の規定に従って節約額を従業員の奨励金に充てたり、福利厚生の向上に使用したり

することができる。 

 福利厚生面では、企業は従業員の健康に配慮し、安全作業を促進しなければならない。

特殊な環境での作業の場合はローテーションによって行い、保護用具や手当などが支給

される。企業は女性従業員の権利を守らなければならず、また従業員のために企業付属

の託児所、病院（「衛生所」）、浴場、理容室等を積極的に経営しなければならない。従

業員が建てた家屋は従業員が所有し、従業員の家族は自宅の回りの空き地を利用して農

作物の栽培や家畜の飼育を行うことができ、得られや収入は個人の収入として認められ

る。 

 F 社（C社）は以上の内容を特徴とする「工業 70 ヵ条」を実行することによって生産
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管理の中国社会への適応を進めた。特に重要であったのは、「工業 70 ヵ条」がソ連の「一

長制」管理体制を中国共産党式の「共産党委員会の指導の下での廠長責任制度」に変更

し、企業内の共産党組織の役割と権限を明確化したことである。また、企業管理を民主

化するために「従業員代表大会」を設置し、労働組合の役割も定め、賃金・奨励金制度

についても職級制賃金の平均主義（職種、勤務環境、生活地域の違いを無視して一律に

定められる 8 等級制の賃金制度）12を放棄して、職級をベースとしつつも能率給や奨励

                            
12 中国国営企業の従業員の賃金は1956年以後、平均主義にもとづいた8等級制賃金となった。

最も低い等級である 1等級の賃金が 35 人民元、最も高い等級である 8等級の賃金が 135 人民元

である。8等級賃金制度は社会主義の「按労分配原則」（労働に基づき賃金を支給する）を実施

し、従業員の労働環境、担当責任、実際の技能レベルなどによってトータルに評価し、賃金に

反映させようとする制度である（cf.、 栄兆梓他 2010、 pp．176-177）。他方、賃金の平等

主義は非公有制企業の従業員と公有制企業の従業員の賃金の格差や都市部出身の従業員と農村

部出身の従業員の賃金格差や熟練労働者と非熟練労働者の賃金の格差を是正するものである。 
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金を含む賃金制度（＝職級賃金＋能率賃金＋諸手当＋奨励金）を導入し、従業員のモチ

ベーションアップを図ったことも企業経営にとっては重要な変更であった。 

 このように F 社は 1961 年からソ連製の『生産組織設計』をベースにしつつも「工業

70 ヵ条」に基づいて生産システムの再構築・効率化を開始した。その主な内容は国家

と企業の関係（五定・五保）を明確化し、企業の内部統制組織もソ連型「一長制」から

中国式の企業内の共産党委員会の指導する廠長責任制に変更した。また、賃金制度もよ

り中国の事情に適応するように変更した。しかし、F 社は慢性的な品質問題を抱えてお

り、政府の工廠管理本部の指示によって徹底的な品質改善に努めねばならならず、大躍

進運動による全国的な経済・社会混乱の影響もあって、1961 年には 1 年間にわずか 1

台の CA−72 型「紅旗」を生産できたにすぎなかった（図１）。また、トラックの生産も

前年の 17407 台から 1146 台に減少した（cf.李 1997、P.3）。さらに、C 社の「紅旗」車
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の開発・生産に関して F 社廠長である郭力が「紅旗車の製造は指導者（「首長」）の要求

を満たすように作らなければならない。飲食店の注文のように、注文によって生産する」

と注文生産方式を指示したため、F 社は量産車であるトラックの大量生産と C社による

特注車のクラフト生産を並行して行うことになった。こうして F 社および C 社の生産は

軌道にのるかのように思われた。ところが、「工業 70 ヵ条」公表からわずか 5 年後の

1966 年に中国社会に大きな影響を与える文化大革命が勃発し、F 社も約 10 年に及ぶ混

乱期を経験する。 
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第 2 章 経済移行期における生産システムの進化 

 

第１節 改革開放初期のトヨタ式生産方式の導入の試み 

 

 1976 年の毛沢東の死と４人組13の失脚によって「文化大革命」は終焉に向かい、中国

社会は徐々に正常な状態を取り戻し始めた。1978 年、鄧小平の指導の下で中国政府が

改革開放政策を打ち出し、中国経済は計画経済から市場経済に移行し始めた。偶然では

あったが1978年はF社にとって生産システムの転換に向かう転機となった。すなわち、

1978 年に F 社が日本自動車工業協会および日本国際貿易促進協会の招聘を受け、日本

の自動車メーカーを視察し、先進的な生産システムを学ぶことになったのである。ただ

し、日本の自動車メーカーの生産システムに関心が向かうのは、日中国交正常化が行わ

れた 1972 年に遡る（李、1997）。日中国交正常化前から日本と中国は緊密な民間貿易関

係を持ち、日中国交正常化によって交流関係がさらに強化され、中国企業が日本企業に

学ぶ機会が増えた。こうして 1972 年 9 月 25 日に F社の李治国が中国機械貿易訪日視察

団（「中国機械進出口赴日考察団」）と共に日野自動車を含む日本の自動車メーカーを視

察した。李治国は F 社の革命委員会副主任を経た後、F社の副廠長という重要な管理ポ

ストについた人物であり、訪日後に日本メーカーやアメリカのフォルクスワーゲン工場

の先進的な生産技術、生産システム等の導入を積極的に推進していった。こうした文脈

のなかで、1977 年 9 月に三菱自動車社長の久保富夫が率いた日本自動車工業協会代表

団が中国を訪問し、F社の副廠長兼チーフエンジニアである李剛が責任者として代表団

                            
13  文化大革命を主導した江青、張春橋、姚文元、王洪文である。 
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に同行して F 社を視察した。このとき、トヨタ生産システムの生みの親である大野耐一

も代表団のメンバーとして F社を訪れている14。この 1977 年の日本自動車工業協会の訪

中がきっかけとなって、翌年に F 社が管理層 17 人と通訳者 3 人を選出して中国機械エ

ンジニアリング学会自動車実習団（「中国機械工程学会汽車実習団」で、以下において

は「実習団」と略称する）を編成し、日本に派遣したのである。会社資料によれば、こ

の実習団の視察日程は表１のごとくであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            
14  ただし、大野耐一『トヨタ生産方式—脱規模経営をめざして』（1978、 p.199）にも F 社訪

問の記述があるが、F 社において技術指導を行なったのかどうかは不明である。 
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表２．中国機械エンジニアリング学科自動車実習団が作成した資料一覧表 

作者 職務 資料名（日本語） 資料名（中国語） 

盛 靖 F 社財務部部長 日本自動車企業の組織構
造 

日本汽車企業的組織結構 

葛 葆璇 F 社計画部部長 計画、原価および財務業
務 

計劃、成本和財務工作 

陳 金栄 F 社生産管理部副
部長 

生産管理 生産管理 

尚 健 F 社品質部技術品
質管理課課長 

品質管理 質量管理 

劉 経伝 F 社設計部部長 製品設計開発業務 産品設計開発工作 
林 水俊 F 社自動車研究所

道路テスト実験室
主任 

積載自動車製造廠のテス
ト業務 

載重汽車製造厰的試験工
作 

瀋 尭中 F 社技術部部長 生産準備と工程管理 生産準備和工程管理 
盛 靖 F 社財務部部長 合理化活動および奨励問

題 
合理化活動及其奨励問題 

盛 靖 F 社財務部部長 労働賃金 労動工資 
王 達勲 F 社サブチーフエ

ンジニア 
設備メンテナンスと旧設
備の改造作業 

設備維修和老設備改造工
作 

王 平 F 社供給部部長 日本自動車工業の物資供
給管理 

日本汽車工業的物資供応
管理 

王 平 F 社供給部部長 日本自動車工業の専業化
協力状況 

日本汽車工業的専業化協
作情況 

王 平 F 社供給部部長 日本自動車工業の運輸と
工程器具 

日本汽車工業的運輸和工
位器具 

王 平 F 社供給部部長 日本自動車工業の外注看
板と購買業務看板の運用

日本汽車工業対外定貨看
板和購貨業務看板的運作 

盛 靖 F 社財務部部長 従業員教育業務 職工教育工作 
盛 靖 F 社財務部部長 安全生産 安全生産 
馬 福生 F 社鋳造廠廠長 日本自動車鋳造廠の工程

技術概要 
日本汽車鋳造廠的工芸技
術概況 

李 中康 F 社轎車廠廠長 自動車ボディ製造概要 汽車車身製造概況 
于 伯祥 F 社工具廠計画部

部長 
日本自動車企業の工具管
理 

日本汽車廠家的工具管理 

兪 学勤 F 社鍛冶廠技術課
課長 

日本自動車企業の鍛冶作
業 

日本汽車廠家的鍛造工作 

瀋 永言 F 社動力廠廠長 コンピュータ応用の基本
状況 

電子計算機応用的基本情
況 

瀋 永言 F 社動力廠廠長 日本自動車工業の環境保
護業務概要 

日本汽車工業環境保護工
作概況 

劉 東和 F 社設備修造廠副
廠長 

日本自動車企業の設備製
造作業 

日本汽車廠家的設備製造
工作 

瀋 尭中 F 社技術部部長 日本自動車工業の機械加
工状況 

日本汽車工業機械加工状
況 

瀋 尭中 F 社技術部部長 日本自動車工業の機械加
工状況 続編 

日本汽車工業機械加工状
況 続 

瀋 尭中 F 社技術部部長 日本自動車工業の熱処理
概要 

日本汽車工業熱処理概況 

出所：会社資料にもとづいて韓が作成。 
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 実習団の団長は F 社の廠長である劉守華であり、副団長は F社副廠長兼チーフエンジ

ニアである李剛と F 社のサブチーフエンジニアである王達勲であった。実習団は製品設

計班（劉経伝、林水俊）、技術・品質班（瀋尭中、李中康、馬福生、兪学勤、尚健）、補

助班（瀋永言、劉東和、于伯祥）、企業管理班（盛靖、王平、陳金栄、葛葆璇）に分け

られ（通訳班は潘力本、趙景華、徐玉環）、それぞれの分野の研修に努めた。実習団は

1978 年 5 月 20 日に東京に着いてから 11 月 16 日に北京に戻るまでの半年間に、26 冊の

研修資料を作成し、後述の F社におけるトヨタ生産システムの自主導入に関して重要な

役割を果たす15。この実習団が作成した資料は表２のような内容のものであった。 

 会社資料によれば、実習団は 11 月 19 日に F社に戻り、作成した研修資料にもとづい

てトヨタ生産システムの諸構成要素を F社に導入し、以下のような成果が得られたとさ

れている。すなわち、F 社の品質管理部門は「品質の作り込み」の考え方を採用し、製

品開発から製造・販売までの諸工程に全部で 13 の品質保証体制を導入し、QC サークル

も取り入れた。生産管理部門は生産の平準化を推進し、生産計画は 1 日単位で作成され

た。生産ラインのレイアウトを合理化し、仕掛品や部品置き場のスペース等が削減でき

た。仕掛けカンバンと引き取りカンバン等のカンバン・システムが導入され、部品製造

と組立工場の間にある 17 の中間倉庫が廃止された16。組立ラインにおいては 3車種の小

ロット混流生産が実施された。財務部門は原価企画・原価管理を導入した。設備保全に

ついては TPM（Total Productive Maintenance）と定期点検等の仕組みを導入した。F

社のボディ工場（「車身廠」）では段取り替え時間を従来の 240 分から 15〜20 分まで短

                            
15  実習団は滞日期間中に大野耐一自身によるトヨタ生産方式の講義を受けている。他方、1978
年 10 月 20 日から 11 月 19 日までの間に F 社は三菱自動車やトヨタ自動車など日本自動車メー

カー4 社に F 社の技術革新への協力を求めたが、設備の更新など費用が非常に高額であったため

に、断念せざるを得なかった。 
16 佐藤（2011）では長春工場生産管理部長・李治国の説明として 10 箇所の中間倉庫が廃止さ

れたと記されている（同書、p.145）。 
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縮できた。C 社の場合は F 社の「轎車分廠」（乗用車製造工場）として主にカンバン・

システムや TPM、QC サークル等を導入している。 

 しかし、F 社の自主導入は徹底したものではなかった。1981 年に大野耐一（当時、ト

ヨタ自動車工業相談役）が 2度目の F社訪問を行って指導を行った際には、F社の各工

場間でトヨタ生産システムの導入レベルに差が見られた。大野自身が F社長春工場につ

いて多くの問題点を指摘しているが（cf.,李 1997、pp.88-91）、大野に同行して現場改

善を指導した佐藤光俊もジャスト・イン・タイム生産が徹底していない、標準作業が行

われていない、少人化ができていない、品質確保ができていない、自働化ができていな

い、生産計画が不明瞭である等の様々な問題が存在していることを指摘している（佐藤 

2011： 第６章、 pp. 137-174）。 

 先に触れたように、1981年の6月15日から6月20日までトヨタ自動車の大野耐一・相談

役、佐藤光俊等の計4人がF社に招かれ、佐藤がF社の生産現場において2本の生産ライン

をトヨタ生産システムに従って改善を行った（佐藤 2011）。李（1997）も紹介している

ように、改善された2本の生産ラインはシャシー工場のリア・アクスルのベアリングシ

ート加工ライン17とエンジン工場のトランスミッションのセカントギア加工ラインであ

る。そのうちのシャシー工場での改善は佐藤（2011）と会社資料によると以下のようで

あった（図2参照）。 

 改善前の生産ラインでは5種類の計6台の生産設備（A〜E）と完成品の洗浄機があり、

生産ラインでは5人の従業員が作業に従事していた。生産設備間にはコンベアが設置さ

れており、コンベアには計110個の仕掛品がのっていた。 

                            
17 李（1997）はリア・アクスルのファイナル・ピニオン・キャリアであるとしている（同書、

p.91）が、本論文は佐藤（2011）および会社資料の記述に従った。 
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 改善後の生産ラインに示されるように、工程改善によって生産ラインは「ヨーイドン

方式」（佐藤）、すなわち「一個流し」の生産ラインに改造された。さらに、佐藤はシャ

シー工場の工場長と相談し、生産ラインのタクトタイムを2.6分に設定し、生産開始の

合図としてベルをつけた。ラインの作業工程は、ベルが鳴る（ヨーイドン）と同時に原

材料がAのターレット旋盤に投入されて加工が開始され、BとCのボール盤で加工を終え

た仕掛品がDのボーリングマシンとEのタッピングマシンに流れて行き、最後に完成品が

洗浄機で洗浄されるという流れになった。 

 この生産ラインには異常時に備えてアンドンシステムも設置されている。 この生産

ラインの改善によって作業員数は5人から1人になり、仕掛品は110個から8個まで削減さ

れた。また、改善された生産ラインは後工程とジャスト・イン・タイムで結ばれ、自働
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化、見える管理、標準作業、品質向上、少人化、ムダ排除、多工程持ち等が実施された。

F社はこの生産ラインをモデルとして、13本の生産ラインを改善し、平均して87％の作

業員が省かれ、仕掛品は60％〜90％削減され、作業場面積も33％削減された。 

 しかし、佐藤の教えた改善方法はF社に普及することはなかった。その原因の１つはF

社が国有企業として雇用を確保しなければならないことにあった。上記生産ラインの改

善によって80％以上の作業者が削減されたが、F社全体では約200本の生産ラインがあり、

このような改善をすれば膨大な数の作業員を省くことになり、省かれた従業員は新たな

配属先がなければ失業することになる。国有企業としてはこのような大量解雇は避ける

必要があった。また、改善された生産ラインの効率は著しく向上したが、改善された生

産ラインの従業員と改善されていない生産ラインの従業員の間の賃金および奨励金の

格差も大きな問題になった。前述のように、F社は「工業70ヵ条」に従って従業員の賃

金に能率給と報奨金を導入した。したがって、改善された生産ラインの従業員には生産

効率の著しい向上に見合った能率給と奨励金を支給しなければ従業員のモチベーショ

ンを損なうことになる。しかし、改善された生産ラインの従業員に高い能率給と奨励金

を支給すれば、未改善の生産ラインの従業員との間に大きな賃金格差が生じることにな

る。いずれも国有企業であるF社にとっては望ましくない状況であった（cf.,趙1998）。

このような事情から、1990年代末までは、トヨタ生産システムによる生産ラインの改善

ノウハウがF社に普及することはなかった。 

 さらに、1981年5月14日付『人民日報』は「紅旗」の燃費が悪いことを理由として同

年6月から紅旗の生産を停止する旨を発表していた。その結果、赤字生産の続いた高級

乗用車「紅旗」の主要車種の生産が停止され、C社は1980年に新たに開発したCA−630型

マイクロバスの量産を始めた。ただし、高級乗用車「紅旗」の生産停止は量産タイプの
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CA−770型の生産停止であって、1981年以後にもC社は新型「紅旗」車の開発と中国政府

の特別注文を受けた政府専用車「紅旗」の生産は続けている。つまり、C社は一方でト

ヨタ生産システムの諸要素を取り入れた大量生産方式によってCA−630型マイクロバス

の大量生産を行い、他方でクラフト生産方式による「紅旗」の製造を維持したのである。 

 1984年には、C社はF社の「轎車分廠」（工場）から「轎車廠」（子会社）に格上げされ、

その結果、生産管理等の自由度がより大きくなった。このような状況において、大野耐

一等が指導した工程改善は普及しなかったが、C社はQCサークル活動を推進している。C

社のQCサークルの数は1984年には20サークルであったが、1986年には69サークルにまで

増加している。C社のQCサークルは品質・技術に関する51の問題を解決し、廃棄せざる

を得ない不良品率が1984年の1.1％から1986年の0.34％にまで低下し、良品率は1983年

の84％から1986年の92.8％まで向上した（不良品には手直しをして使用される不良品、

そのままで使用可能な不良品も存在し、これらは上記不良品率には含まれていない）。 

 1990 年になると F 社は日野自動車の指導の下で新たなトランスミッション工場を建

設した。会社資料によれば、新トランスミッション工場はジャスト・イン・タイム生産

と自働化を全面的に展開している。新工場は 79 本の生産ラインにカンバンを使って「一

個流し」方式による生産を行い、組立ラインから後工程が前工程に部品を取りに行くプ

ル方式になった。機械加工ラインでは U字ラインが採用され、しかも生産ラインのレイ

アウトが変更しやすいように960台の工作機械のうちの938台がボルトによって床に固

定された。作業員は標準作業書に従って作業を行い、多能工の育成も行われて多工程持

ちが進められた。品質管理については不良品が後工程に流されないように品質の作り込

みが徹底された。生産現場では 4S（整理、整頓、清潔、清掃）が実施されるとともに、

保全チームが生産ラインに常駐することになった。新工場の従業員の賃金制度も見直さ
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れ、能率賃金と手当が増額された。F社は新トランスミッション工場におけるトヨタ生

産システムの導入経験を基づき、C 社を含む F 社全体にトヨタ生産システムを普及させ

ようとした（李 1997）。しかし、F 社および C 社によるトヨタ生産システムの導入は依

然として部分的な導入に留まっていた。その理由の１つは F社の管理体制と生産現場で

導入されたトヨタ生産システムの不適応であった。トランスミッション工場において

1991 年 3 月に新任工場長である王国治氏が就任し、管理部門を中心とする管理体制を

生産現場の作業員を中心とする制度に改革した。また、賃金制度はポスト賃金制を採用

し、作業員と事務員の賃金の差別化を図ったなどトランスミッション工場独自の制度を

大胆に採用することによって、トヨタ生産システムが定着させた。1992 年になると、

トランスミッション工場はジャスト・イン・タイムの模範工場（モデル工場）として

JIT の応用経験を F 社の他工場に普及させようとしたが、JIT 応用経験の普及は管理制

度の変更や賃金制度の見直しなどが伴うために、全社への普及は困難であった。また、

前述のように、F社の新トランスミッション工場は設立当初から JIT と自働化を全面的

に導入しようとしたが、結局このトランスミッション工場は JIT しか定着できず、トヨ

タ生産システムの部分的な導入に留まった。 

 ところで、改革開放の深化と市場経済化の進展とともに、国有企業は国家の生産部

門・工場の役割を終え、自主経営ができるようになった。すなわち、企業の経営責任制

度は徐々に「共産党委員会の指導の下にある廠長責任制度」から経営請負制に変わり、

「政企分離」（政府機能と企業機能の分離）が進められて企業経営の独立性が高まった。

雇用制度や賃金制度を始めとした企業経営に関わる諸制度も企業の状況に合わせて多

様化するようになった。このような変化の中で C社は製品開発と製品販売に対する関心

を高め、市場における実際の需要を考慮してマイクロバスの開発と生産を行うようにな
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る。この時期には計画経済の要素と市場経済の要素が併存しているため、C 社の製品は

徐々に「計画分配」から「計画流通」18に移行し始めた（孫 2003）。人事制度について

は、C社は従来の終身雇用を打破しようとして、まず始めに重要な管理職およびエンジ

ニアと新たな有期雇用契約を結び、次いで現場従業員に対しては技能審査を行い、生産

管理部門の責任者に対しては職能審査を行ったうえで有期雇用契約を結んだ。しかし、

生産方式については大量生産方式とクラフト生産方式の併存という状況に変化はなか

った。 

 

第２節 間接的にトヨタ生産システムの導入 

 

 改革開放政策の進展と共に中国政府は生産方法や製造技術に関する中国企業と海外

企業との間の格差を痛感し、1980 年代に「以市場換技術（中国の巨大な市場をもって、

外国の先進な技術と交換する）」政策を打ち出した。この政策に基づき、北京自動車や

上海自動車等の国内自動車メーカーは積極的に外国自動車メーカーを誘致し、次々と合

弁会社を設立した。F社は外国自動車メーカーとの数度の合弁計画に失敗した後、ドイ

ツの V 社と合弁会社を設立することに合意した（詳しくは趙（1999）を見よう）。そし

                            
18 「計画流通」とは計画経済体制のもとでの政府の分配計画に従って製品の流通（配分）

であり、これに対して「市場流通」は製品の分配を市場における需給関係に委ねるもの

である。中国政府は 1980 年代初頭から計画経済体制を見直し、自動車について「自動

車引取センター」を通じて政府計画外の自動車販売を容認し、徐々に市場流通に移行し

ていった。すなわち 1985 年に北京、上海、瀋陽、武漢、重慶、西安に取引センターが

設立され、1988 年には「中国汽車貿易総公司」が設立されて自動車取引センターを子

会社として再編し、北京、上海、瀋陽、武漢、重慶、西安、天津、広州の 8 つの子会社

の傘下に全国で 1000 ヵ所以上の販売拠点を設けた。結果として自動車流通に占める計

画流通の割合は 1983 年の 92.3%から 1992 年の 15.3%まで減少し、自動車生産・流通の

市場経済化が進んだ（孫 2003、PP.196-198） 
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て F 社は 1991 年に、FV 社を設立するために C社を 2分割し、第 1轎車廠が紅旗ブラン

ド車の製造を続け、第 2 轎車廠が FV 社としてフォルクスワーゲン車の製造を行うとい

う決定を行った。その結果、C 社は 2000 人余りの精鋭従業員を第 2轎車廠に異動させ、

第 1轎車廠には 1000 人余りの従業員が残って紅旗の生産を維持することになった。 

 1992 年には F 社が企業集団化し、傘下の C 社は経営の独立性を高めた。そして 1995

年には、FV 社の製品19の１つであるアウディ 100 の国産化率が 80％を超え、これを契機

として C 社（元第 1轎車廠）はアウディ 100 のエンジンを CA488 に変更し、トランスミ

ッションも 016 型に変更して新型紅旗として生産するようになる。新型紅旗のラインオ

フによって C 社は改めて乗用車生産に専念することになり、1997 年 6 月 10 日には股份

有限公司（株式会社）に改組された。 

 C社の生産システムは従来どおりのトヨタ生産システムの要素を取入れた大量生産方

式であったが、FV 社では V社の“KVP２”20や“AUDIT”等の改善活動が導入された。KVP

２とは Kontinuierlich Verbesserung Prozess zum Quadrat (持続的改善活動)の略称で

あり、8 人から 10 人までをメンバーとする改善チームが週単位で改善活動を行うもの

である。C 社も KVP２を導入し、全社 KVP２表彰大会を毎年 2 回開き、改善の効果に応じ

て 1 等賞から 4 等賞までの表彰を行ない、それぞれ奨励金を支給するようになった。

AUDIT は毎日 1 台のサンプル車を無作為に抽出して、各工場の主任、チーフリーダー、

グループリーダーが抽出したサンプル車を点検・採点するものである。品質問題が発生

                            
19  FV 社は 1991 年に V社のジェッタ（JETTA）、1992 年にアウディ 100 の生産を開始した。 
20  V 社は 1990 年代にリーン生産化を意味するアフター・ジャパン戦略を進めるようになるが、

労働者と労働組合の抵抗があったために QC サークル活動の導入を断念し、その代わりに作業場

内の問題解決のための機能横断的なチームによる改善活動として KVP を導入した。現場作業員

からもメンバーが選出されて改善活動が行われたが、当初は、Kontinuierlich Verbesserung Prozess
（継続的改善活動）の名に反して短期的な合理化活動にとどまっていた（Jürgens 1998）。なお、

Schenk (2003)は KVP2を KVP の発展形として説明している（pp. 105-121 ）。 
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した場合、問題を起こした工場の主任が工場内の問題分析会を開き、問題を起こした工

程のチーフリーダーもしくはグループリーダーが責任を持って改善するという仕組み

であった。このFV社が導入した品質管理法のAUDITは C社にも導入されることになる。 

 しかし、C 社の主力製品となったアウディ 100 をベースにして開発した新型紅旗およ

びその派生車は徐々に販売不振に陥った。原因は新型紅旗とアウディ 100 との差別化が

なされておらず、しかも新型紅旗の価格がアウディ 100 よりも高価であったことにあっ

た。そのため、C 社は新たな技術の獲得およびシェアの拡大を目指して、マツダ21およ

びトヨタとの事業協力（および技術導入）を進めた。こうして、2002 年に F 社は T 社

との合弁会社の設立に合意し、「合作協議書」にもとづいて J社が設立され、同年 10 月

にはヴァイオス第１号車がラインオフしている。C社はこれを機会にトヨタ生産システ

ムの全面導入を進めるようになる。その特徴を示せば以下のごとくである22。 

 C 社の組立工場におけるトヨタ生産システムの展開は 5S（整理、整頓、清潔、清掃、

躾）にと「見える化」によって問題の顕在化を図り、顕在化した問題を改善によって解

決するという基本の徹底を基礎として進められている。生産管理においてはカンバン・

システムが導入され、部品の生産は部品を引き取りにきた後工程が部品箱から取り外し

た仕掛けカンバンによる生産指示によって行われるようになるとともに、生産ライン付

近の電光カンバンによって部品の補充指示が行なわれて部品が補充される等、工場内の

ジャスト・イン・タイム生産が組織されている。外注部品もまたカンバンによって発注

し、配送スケジュールを細かく決めてジャスト・イン・タイム納入が行われるようにな

                            
21 C 社（一汽乗用車）は 2003 年から第１工場でマツダのアテンザと MPV 等を生産し、第２工

場で奔騰（ベスターン）・紅旗等の自社ブランド車を生産している。マツダ車の生産量は 2009
年に 10 万台に達し、2012 年には 102、372 台であった。 
22 C 社におけるトヨタ生産方式の導入実態は韓・清水（2013）、J 社のそれについては韓（2014）
が詳しい説明を行っている。 
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り、在庫が削減された。生産ラインにはアンドンシステムが設置され、生産設備の自働

化が進められるとともに、従業員は標準作業書に従って作業を行い、自工程における品

質の作り込みを要求されるようになった。C 社は組立工場を始めとして全社に QC サー

クル活動を展開して改善活動を実施するとともに、従業員のモチベーションの向上に努

め、OJT や多能工育成に力を入れるようになった。 

 ただし、C 社はトヨタ生産システムを全面導入したとはいえ、そこにはいくつかの独

自性が存在する。まず、企業内には共産党組織が存在している。共産党組織は企業の経

営などに直接に関与することはないが、労働組合と緊密に連携しつつ従業員の利益を守

り、企業の経営管理・生産管理に「良い影響」を与えるように努めている。第 2 に、品

質管理においてはトヨタ生産システムに従った「品質の作り込み」を推進しながら、製

品の品質をより厳しく管理するために FV 社が導入した品質管理方法 AUDIT を併用して

いる。第 3に、労使関係においては社会主義中国において伝統的な終身雇用制は廃止さ

れ、全従業員が有期契約従業員として雇用されるようになった。最後に、サプライヤー

関係については、重要なサプライヤーとは長期に渡る取引関係・協力関係を築く一方で、

入札によって短期の取引関係を結ぶサプライヤーも存在する。後者の場合、契約期間は

基本的に 1年であり、しかも品質や納期等に関して重大な問題を起こした場合には契約

期間中においても取引契約が解除されることもある。したがって、C 社はトヨタ生産シ

ステムを全面的に導入したとは言え、トヨタと全く同じシステムが導入されているとい

う訳ではなく、中国社会の制度的環境に適応した異分子とも言える特異な要素（共産党

組織の活動、サプライヤーとの短期取引関係、有期契約従業員、委託生産等）を含んで

いるのである。 
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第３章 C 社におけるトヨタ生産システムの導入の現状 

 

第１節 C社の概要  

A C社の概要 

 前述のように、C社は1958年にF社の乗用車生産部門として誕生し、1997年6月10日に

は株式会社に改組され、同年6月18日には中国・深センにある深圳株式取引所に上場を

果たした。ただし、C社の発行株式の約53%はF社が保有している。2002年にはC社の親会

社であるF社が日本代表的な自動車メーカーであるT社と合弁会社を設立したことをき

っかけに、C社はトヨタ生産システムの本格的導入を進めることになる。また、同年にC

社は日本の自動車メーカーM社と委託生産契約を結び、M社ブランド車を生産している。

2003年7月15日にC社は長春市高新技術産業開発区に新工場の建設を開始し、新工場は

2004年に稼働を開始したが、これが現在のC社第１工場であり、プレス工場、溶接工場、

塗装工場と組立工場で構成されている。2008年には、C社は第１工場の隣に第２工場の

建設を始め、主に溶接工場、塗装工場と組立工場からなる第２工場は2010年に稼働を開

始した。さらに、第３工場の建設を進めている。C社は第１工場と第２工場以外にも「紅

旗」製造部、エンジン工場及びギア工場を持ち、C社の子会社として、C社販売会社とM

社ブランド車の販売会社をも傘下に置いている。C社の第１工場が2003年からM社のアテ

ンザ・シリーズ、アクセラ・シリーズおよびMPVを生産し、第２工場が主に奔騰B50型、

B70型とB90型を生産している。     
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 以下においては第１工場の仔細を説明しておきたい。第１工場の敷地総面積は約

708,740 平方メートルであり、建屋の面積は当初 26,905 平方メートルであった(第２工

場の生産開始に伴い、プレス工場と塗装工場の面積が拡大されている)。建設当初、第

１工場の生産能力は年産約 10 万台であったが、2005 年頃には年産 6万台程度にとどま

っていた。しかし、2008 年頃から中国の自動車市場が飛躍的な成長を始め、C社もこの

成長の波に乗って業績を順調に伸ばした。表 3 に見るように、C 社の売り上げは 2007

年度から急速に増加し、生産台数も 2010 年には 274,668 台に達した。このような需要

増加に対応するために、第 1工場は工場を改造して生産効率を向上させており、タクト

タイムは 2005 年頃の 2.7 分/台から 2010 年には 58 秒/台にまで短縮されている。とこ

ろが、2011 年になると中国自動車市場の成長が鈍化し、その影響を受けて C 社の業績

も低下した。 
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B 従業員の構成と育成 

 C社の従業員構成を見ると、表４及び表５が示すように技術職と高学歴の従業

員が多い。特に大学院卒従業員は2003年にはわずか21人であったが、2011年に

は544人に増加している。また、技術職員も2003年には481人であったが、2011

年には3倍近い1,333人まで増員されている。このような高学歴従業員を大幅に増

員した背景には国家政策と企業間競争がある。C社は国有企業として、中国中央

政府のテクノロジー・イノベーション戦略に従い、戦略の展開に必要な人材を

確保する必要があった。他方、中国市場における国内同業他社及び外国自動車

メーカーとの競争を意識して、C社は競争力の向上に必要な人材を確保し育成す

る必要があった。このような理由から高学歴の新卒者の大量採用が進められた

のであるが、同時に既存の従業員についても通信制教育などを利用して彼女・

彼らの一般教養とスキルの向上が図られている。ところで、C社においては、表

４と表５の比較からわかるように、大卒従業員は多いが、彼女・彼らは本社間

接部門の事務・技術部門のスタッフとしてのみではなく、直接部門の生産ライ

ンの生産要員としても雇用されている。  
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 管理職教育については、C社は J 社の協力を得て、毎年数十名の中堅職員を J 社に派

遣し、３年もしくは５年間に渡って管理手法などを勉強させている。派遣された中堅職

員は J 社の本社及び工場の「科長」（課長）として働きながらノウハウを学んでいる。

また、C 社の製造部門の従業員についても短期派遣と長期派遣がある。短期派遣は主に

チームリーダー（TL）やグループリーダー（GL）クラスの生産部門の現場管理者が対象

であり、彼女・彼らは主に J社の生産管理に関するノウハウを学んでいる。長期派遣は

若手の製造部門のライン労働者が中心であり、３ヶ月から最長２年の期間で彼女・彼ら

は製造スキルの向上を目的として OJT による訓練を受けている。 
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C 組立工場のレイアウト 

 C社の第１工場は2004年から稼働しているが、組立工場は需要増加に対応するために

レイアウトを数回変更している。そのため、組立工場レイアウトを示した図3は2004年

の第１工場立ち上げ時のレイアウト、2006年のレイアウト、及び2011年のレイアウトを

総合して示している。 

 

 2004 年のラインでは、塗装工場から出てきた車体は図１の上方中央から内装工程 1

に入り、次いで内装工程 2に進む。内装工程 1 でドアが外されてドアレス組み立てが行

われることになるが、外されたドアは図３右下の物流スペースの天井レールを使って、

外装工程 1に平行して設置してあるドア組立ラインに運ばれる。図 3 の右下の物流スペ

ースの一角に内装工程 2 に平行してインパネ(ダッシュボード)組立ラインが設けてあ

り、現代の組立工場によく見られるような効率的な配置になっている。車体は内装工程
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1 及び 2 の後、外装工程 1に運ばれていく。外装工程 1の隣にエンジンとトランスミッ

ション等を組み立つけるパワートレインラインがある。エンジン、トランスミッション、

サスペンション等がつけられたパワートレインは自動運搬機によって外装工程 1 のマ

リアージュ工程に搬送され、車体に取り付けられる。その後、ドアラインでウィンドウ

等を取り付けられたドアが左右に分けられて外装工程 1 と 2 の所定の位置に運ばれて、

車体に取り付けられる。外装工程 2 の最後の段階で自動充填機によってエンジンオイル、

ブレーキオイル、トランスミッションオイル及び燃料が充填される。同工程の終了後に、

従業員が車体を検査ラインに移動する。検査ラインではタイヤや水漏れなどの検査を受

けた後に、走行テストを行う。走行テストは組立工場に隣接した走行テストコースで行

われる。そして走行テストの完了後、車両は再度検査ラインに運ばれて検査を受け、合

格した車両が組立工場の外にある臨時置き場に一時的に保管される。以上が、組立ライ

ンのレイアウトと基本的な工程の流れであるが、2011 年の組立ラインも基本的にはこ

れと同一である。2006 年には、「小紅旗」車の生産量が減少したことから、図 3 の外

装工程 2 の左側にある物流スペースを利用して、小紅旗の専用組立ライン(図中の臨時

組立ライン)が設置された。また、品質の向上を理由として、検査ラインで検査を受け

た後の走行テストは省かれることになった。さらに、C社で生産されたメインの車種は

次第に M 社ブランド車となり、関連して物流スペースの変更も行なわれた。すなわち、

CKD 部品置き場や輸入部品開梱・検品場所などのスペースが設けられ、そのために国内

生産部品の物流方法も変更された。2007 年には仮設された小紅旗組立ラインが撤去さ

れ、現在のレイアウトになっている。また、第２工場の稼働により C 社の自社ブランド

である奔騰の生産が第２工場に移され、第１工場は M 社ブランド車の専用組立工場にな

った。 
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第２節 トヨタ生産システムによる改善活動の仕組み 

 

 C社は2002年からトヨタ生産システムを全面的に導入したが、2008年には全従業員を

対象とした第一回QC成果発表会が開催され、以後毎年、優れた改善事例を発表する全社

発表会が開催されるようになっている。生産現場における個人による改善活動としては、

従業員は毎月3件以上の改善提案を提出するように要求されている。改善提案はチーム

リーダーがまとめて、優秀な提案はグループリーダーの審査の後にチーフリーダー(工

長あるいは係長)に報告される。その後、該当する提案は工場長に推薦され、工場長の

総合評価によって成果を従業員の給料に反映させることになっている。改善提案の内容 

は様々で、灰皿の設置から標準作業書の改善まで、生産現場に関わるすべてのことが改

善提案の対象となっている。集団的な改善活動としては、生産中に発見した問題を、解

決期間を設けて、問題が発生した製造工程のチーム全員が参加して解決する改善活動が

おこなわれている。C社のQC成果発表会で発表されるものはほとんどがこのタイプの改

善活動によって問題解決された事例である。こうしたチームは5人から8人によって構成

されることが一般的だが、工程によってはチームが十数人で構成されることもある。改

善活動は製造工程のチームリーダーを中心として行なわれているが、チームリーダー 

の代わりに任命された問題解決責任者が中心となって実施するケースもある。こうした

改善活動の評価は成果のみならず、途中のプロセスをも対象としている。チームリーダ

ーはチームメンバーのチームワーク精神、問題解決能力、改善能力、スキル、QC手法の

5つの要素について点数をつけてチームメンバーを総合評価する。他方、各工場はチー

ムによる提案内容と成果を審査し、優れたQC提案を本社に推薦する。 本社にはQC提案
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審議会が設置されており、審査員は表12の評価シートを使って、6つの評価カテゴリー、

全21項目について改善事例を評価し、すべての審査員がつけた点数の平均値によって順

位づけを行ない、表彰している。6つの評価カテゴリーとは課題の選び方、現状把握と

目標設定、分析方法と現状分析、対策と効果及び標準化、改善活動における役割、発表

状況で構成されている。課題の選び方というカテゴリーでは課題がチーム全員の共通課

題になっていたかどうか、課題はチームの能力とスキルに適合しているかどうか、課題

の状況は明確に把握されているかどうか(不良率やムダなコストを数字で表すことがで

きているかどうか)、課題を選ぶ理由は明確であるかどうかという4項目のそれぞれにつ

いて評価が与えられる。4項目合わせた満点は10で、次いで8点、6点、4点となっている。

現状把握と目標設定のカテゴリーでは現状が把握されているかどうか、目標設定の根拠

は明確であるかどうか、目標を数値化して分析しているかどうか、チームメンバーの役

割分担は明確であるかどうか、という4つの項目について評価し、総合評価の点数は満

点が15点、次いで12点、9点、6点となっている。 
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 分析方法と現状分析のカテゴリーでは分析手順、問題点の分析が適切であるかどうか、

現地現物で確認しているかどうか、QC手法の運用と運用方法が適切かどうか、現有技術

を柔軟に運用できるかどうかについて採点し、総合評価の点数は満点が30点、以下25

点、20点と15点となっている。対策・効果及び標準化のカテゴリーでは問題点に対して

対策が正しいかどうか、目標達成と効果、改善活動から得られた成果は標準化できるか

どうか、改善活動を通して得られたものと今後の目標という、4つの項目を合わせて満

点は25点、以下20点、15点と10点で総合評価される。改善活動における役割のカテゴリ

ーでは、チームワークの能力を発揮できたかどうか、チームメンバーは積極的に参加し
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たかどうか、 チームメンバーのスキルは向上したかどうかについて評価して、発表状

況のカテゴリーでは発表状態と発表ツールの運用について採点を行い、両カテゴリー合

わせて満点が20点、次いで15点、10点、5 点となっている。 優れた改善事例には以上

のような評価に基づいて総合点が順位付けされ、順位に応じて表彰され、 賞状と報奨

金が与えられるのである。表彰のランクには3等級があり、平均点数が85点以上であれ

ば一等級、76点〜84点は二等級、75点以下が三等級になる。 

  

第３節 トヨタ生産システムによる現場改善の実例 

 

 C社における現場改善は大きく2種類に分けられる。それはエンジニアによる現場改善

と従業員による現場改善である。エンジニアによる現場改善は主に工場が大規模な生産

ラインの見直しやレイアウトの変更などを行う際に行われる。これに対して、従業員の

行う現場改善は日常の製造現場に関する比較的簡単な改善であるが、工程内の効率向上

に非常に役立つケースもあると言われている。以下はエンジニアによる現場改善の事例

をみてみよう。 

 A．エンジニアによる改善事例 

  

(1)  部品加工ライン  

 2004年にC社が新しい工場に移転する際、エンジニアによって工程のレイアウトが設

計し直され、不効率なラインが効率的なラインに改善された。 旧工場のレイアウトで



 

 61

は、生産工程の調整や設備の更新により生産ラインが混乱し、何度か生産ラインの改

善が試みられたが、根本的な改善はできていなかった。図4に示されているように、旧

レイアウトには21台の加工機械があった。しかし、生産工程の調整や設備の更新によ

り、このラインには使用されないまま放置されている加工機械が3台あった。ラインの

真ん中の不要機械2台と第7工程の右側の不要機械がそれであるが、この3台の不要機械

はこの工程の大きな障害物となっていた。 

 

 

  

 



 

 62

 

 

 また、 第3工程と第14工程にはそれぞれ同じ機械が2台ずつ設置されていたために設

備の稼働率が非常に低く、ムダが生じていた。さらに、この工程で作られる部品は非常

に重いため、部品は機械の間に設置した吊具(図中の )を利用して次工程の加工機へ

運搬されていた。こうした不効率な機械配置の ために旧レイアウトの加工開始から完

成までの部品のトータルの移動距離は148メートルに達していた。そして、新しい工場

に引越しする前の統計によると、この工程で生産される部品で生産ラインに 滞留して

いる未完成の仕掛品は合計294個もあった。 新工場においては図5のように、工程レイ

アウトが著しく変更され、T社で考案されたU字ラインのようになった。すなわち、旧工

程において使用されず放置されていた不要機械3台は売却され、また第4工程1台、第15

工程1台、第16工程1台の合計3台の機械を減らしてラインを再設計して工程を加工順に

線形化して流れをつくり、一個流れの生産を実現した(ただし、第3工程の加工機械は加
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工時間が長いため、同じ器械を2台設置しなければならなかった)。この加工ラインの改

善によってラインの区画面積を72m²節約し、加工中の部品の移動距離も112メートル(す

なわち旧レイアウトの75.6%)にまで短縮された。また、吊具を廃止し、部品の移動はロ

ーラー式の滑り台を使って行うように変更され、品質管理の向上も図られた。 生産量

の平準化を進めるとともに一個流れの生産が実現できたため、作業員についても改善前

の18 人から5人削減されて13人で作業できるようになり、省人化と人件費の削減を実現

することができた。さらに、一個流れの生産により生産ライン内に滞留している部品数

も276個削減して18個にすることができ、工程内に仕掛品が多く滞留するという無駄を

省くことができた。 

  

(2) 溶接を伴う部品組立工程の改善  

 

 このような徹底的な改善は、機械加工ラインだけではなく、C社の他の製造ラインに

も見られる。その一例として溶接を伴う部品組立工程の改善を紹介しておこう。図6の

ように、この改善前のラインでは、加工材料と完成品が同じ場所に保管され、作業員は

加工材料を取り、まず洗浄機にかけ、洗浄された部品を加熱し、加熱された材料を溶接

作業機械に入れて溶接し、溶接後に図中の1、2、3の組立作業台に移動し、組み立てて

部品を完成させ、完成部品を材 料置場、次いで完成品置場に運んで、一連の作業が完

結するというものであった。 しかし、作業機器や作業場所と作業順序が一致しないた
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めに作業手順が煩雑であり、作業員2人のチームは最大で1日800個しか生産できなかっ

た。その原因は以下であった。  

 ①器械や作業台の間の間隔が広がり過ぎていて、一番短いものでも3メートルもあっ

たため、作業員は加工材料を持ちながら1日に長い距離を歩かなければならなかったと

いう歩行のムダが多かった。 

  ②加工材料と完成品が同じ置場に保管され、加工材料の運搬や完成品の引き取りに

時間や余分な作業がかかるというと運搬のムダが多かった。 

 ③2人の作業員が流れの悪い多数の機械を担当していたため、工程内仕掛品が多く、

意図せざる手持ちのムダも多かった。このため、2004年に新しい工場へ引越しする際に、

この工程で生じていた問題点を改善すべく、新たなレイアウトが設計されたのである

(図7)。 
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 新たな工程レイアウトでは、加工材料置場が完成品置場から離れたところに設置され、

材料を材料置場から取り出してすぐに洗浄機にかけられるようになっている。洗浄後、

作業員は洗浄した材料を隣の加熱機に運び、加熱した後に左側の溶接作業機械に入れて、

溶接した後に溶接作業機械のすぐ近くの作業台に運んで部品を組み立て、完成した部品

を完成品置場に保管するという作業工程順の簡潔な流れになった。新ラインは機械と機

械の間の間隔が1メートル以内に短縮されており、工程間の流れが作業順で簡潔になっ

たことから作業員の一日の歩行距離も大幅に短縮され、旧ラインの2,000メートル以上

から1,400メートルに短縮された。しかも、旧ラインは作業員2人が作業していたが、改

善後のラインでは1人で作業し、それにもかかわらず生産量は旧ラインの1日800個から
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1,100個に増加している。よってラインの生産量は37.5%向上したが、労働生産性(一人

当たりの生産量)は2.75倍に上昇したのである。  

 

(3) 部品組付け工程 

  

 図8に示される工程では9種類の部品の取り付けが行われている。作業員は道具台と

作業台の間をおよそ4回往復し、機械操作位置は1箇所のみで、しかもその位置は道具

台の反対側にあり、部品を取り付ける際に作業台を1周する必要があった。作業員の歩

く距離が長く、また道具設置が密集しすぎていて必要な道具を選ぶのに時間がかかっ

た。よって旧ラインの作業にはムダな歩行や動きが多く、作業員への作業負荷も大き

かった。改善後の工程(図9)では、作業中のムダを排除して作業をよりスムーズに行え

るようにするために、まず道具台を3台に増やすことで密集し過ぎていた道具置場が分

散され、それぞれの道具を使用される場所に近い道具台に置けるようになった。また、

操作台を改造し、機械の操作位置を2箇所に増やすことで、作業中に作業員の手が届き

やすくしている。図10と図11はこの工程の改善前と改善後の標準作業組合せ表である

が、このように、工程改善によって、作業時間(実線部分)とそれ以外の移動時間(点線

部分)を見ると、この工程の生産効率の上昇は、道具を取りにいく歩行時間が大幅に短

縮され、移動時間が30秒短縮されたことによることが明らかである。すなわち、この

改善により、作業員が道具を取る回数が1回減り、トータルの歩行距離が13メートル短

縮し、作業時間が30秒短縮したのである。こうして、改善前の総作業時間(作業時間プ

ラス移動時間)は214秒であり、正味の部品の取り付け・溶接時間は84秒であったが、
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改善後の総作業時間は184秒、正味の部品の取り付け・溶接時間は54秒になった。言い

換えれば、工程レイアウトを変更することで歩行と運搬のムダをなくしたことで、生

産効率が上昇したのである。 
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 以上はエンジニアによる工程改善であるが、C社においては前述のように従業員も生

産現場の改善を日常的に行い、改善の範囲も広く、生産の効率化やコスト削減や従業員

のモチベーションの向上などに役立っている。 
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B. 従業員による改善 

 

 以上はエンジニアによる工程改善であるが、C社においては前述のように従業員も生

産現場の改善を日常的に行い、改善の範囲も広く、生産の効率化やコスト削減や従業員

のモチベーションの向上などに役立っている。 

 C社の従業員のQCサークルによる現場改善のプロセスは以下のようである。 課題の選

定については、作業チームが担当工程のラインストップや不良品等に関する項目別の統

計に基づき、生産に最も支障を来している問題を探りだす。探り出した課題は標準的な

PDCA(Plan、Do、Check、Act)サイクルをまわして詳細な改善計画の策定と改善を行って

いる。一般に、P(計画)段階では、チーム全員が参加し、課題を選定し、現状を把握し

て、改善計画を策定する。具体的には、チームリーダーが特性要因図及び5M23を考慮し

て要因分析を行う。分析によって真因が明らかになれば、チームリーダーは改善計画の

実行期間を定め、期間内にすべきことと実行者を決める。指名されたチームメンバーは

定められた期間内に自分が担当する問題に関する対策を考え、チーム全員で協議して改

善計画を確定することになる。D(実行)段階では、策定した改善計画を実施する。C(効

果確認)段階では、チームメーバー全員で改善の効果をチェックし、目標が達成された

かどうかを評価する。そしてA(改善)段階において、目標が達成できていれば、標準作

業書を作成して、新たな標準作業書に従って生産を続けるとともに、将来の課題を検討

                            
23 5Mとは人(Men)、機械(Machines)、材料(Materials)、方法(Method)、及び計測(Measurement)

のことであるが、場合によっては環境を考慮することもある。  

 



 

 72

するのである。以下ではこのようなプロセスによって進められたQCサークルによる現場

改善の実例を紹介することにしよう。  

 

 以下で紹介する事例は2008年度QC成果発表会において審査員9人が平均点89点をつけ

た、一等賞入賞の改善事例である。 改善課題は「奔騰」のトランクパネル生産の効率

化である。改善チームは7名、すなわち責任者であるチームリーダー1名(A)、改善推進

者1名(B)及びチームメンバー5名(1、2、3、4、5)によって構成されている。改善課題を

選んだ理由はトランクパネルのプレス工程のラインストップ時間が長い、不良品率が高

い、SPM(strokes per minute)値がプレス工場の平均SPM値より低いという理由からであ

った。すなわち、トランクパネル工程のラインストップ時間は1セットあたり平均30分

に達していた(1セットとは鋼板材料420枚)。原因はトランクパネルのシワ、ノビ、ワレ

といった不良品の発生であり、不良品率は5%に達していた。また、センサーエラーやス

クラップ排出できないことによるラインストップも発生していた。こうして2008年1月

から3月までの統計期間中のトランクパネルのSPMは7回/分であり、プレス工場の平均

SPMが10回/分であることから、トランクパネル工程は著しく非効率であった。そのため、

改善チームはPDCAサイクルによって改善計画を作成した。 

 2008年3月に改善課題を選定し、4月上旬に生産現場の現状を把握し、4月中旬までに

目標を設定して改善計画を策定した。改善目標は6月10日までに不良品率を5%から1%ま

で引き下げ、SPMを9回/分に、スクラップなどによるラインストップ時間を0分にすると

いうことであった。以上の部分はいわゆるP段階であり、チームリーダーを含むメンバ

ー7人全員が参画した。D段階では4月中旬から4月下旬まで改善計画に従って資材を調達

して計画の実行の準備を行い、4月下旬から4月末までチームメンバーによって計画を実
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行した。そしてC段階として4月末から5月上旬までチームメンバー全員が改善の効果確

認を行い、改善目標の不良品率を5%から1%まで引き下げ、SPMを9回/分に、スクラップ

などによるラインストップ時間を0分にするという目標が達成できたことから、A段階に

進み、6月上旬に作業を標準化し、6月中旬から末までチームメンバー全員で次期の改善

課題を探った。 

 このPDCAに従った改善活動の具体的内容は以下のごとくである。 2つあるプレスライ

ンのAラインの特性要因図及び5Mによる現状分析によって、真因は機械設備にあり、プ

レス設備の構造的問題だと突き止めた。第1に、鋼板のコイルをカットして板取りした

後に、鋼板を1枚ずつ洗浄機で洗浄して油を塗布し、プレス機に送る前の仮置場に置く

工程において、 洗浄機から排出された鋼板に踊り現象が生じて、鋼板を正常な位置に

置くための余分な作業が必要になっていた。第2に、仮置場におかれた鋼板は吸盤によ

ってプレスの第1工程(Aラインのプレスは 全5工程)に送られ、絞りが行われるのである

が、この絞りの工程でプレスされたトランクパネルにシワが発生し、不良品が出ていた。

よって、SPMを向上させるために鋼板の踊り現象とトランクパネルのシワ現象を解決し

なければならないという結論に達した。すなわち、鋼板の踊り現象を改善すれば、作業

のムダをなくすとともに、センサーエラーの発生頻度も抑えることができることが確認

された。トランクパネルのシワ現象に関しては、金型を改造して、シワが発生しやすい

箇所の下の金型の空気圧を調整することによって改善できると判明した。このように真

因が判明した後、改善チームのメンバー2が資材調達をし、メンバー1、3、4が改造作業

を進めた。鋼板の踊り現象を押さえるためには、図13のような改善が行われた。 



 

 74

 

 

 

 この図12の左側は改善前の様子で、右側は改善後の様子である。改善前は洗浄機から

出てきた鋼板が仮置場に投入されたときに鋼板の位置がずれやすく、また鋼板を支える

面積が小さいため、鋼板の踊り現象が発生しやすかった。この現象について、改善チー

ムは図のように鋼板の導入板を25ミリ増長し、鋼板をより精確に投入できるようにした。

また、材料を支えるレールを50ミリ増長して、鋼板がレールの下にずれ込んでしまうの

を防ぎ、鋼板の踊り現象を抑えたのである。他方、トランクパネルのシワを防ぐために

は、金型に空気圧シリンダーを2本取り付けるという対策がとられた(図12)。圧縮され
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た空気がシリンダーから下の金型に注入され、下の金型の中央部分から空気が排出され、

投入された鋼板が空気圧によって支えられ、中央部のたるみを防ぐように工夫したので

ある。この改善では、チームメンバー1、3、4が金型の改造を行ない、チームメンバー5

も加わって、チームメンバー4人でプレス工程の調整を行っている。以上の2つの改善の

結果について約1ヶ月間の効果確認を行い、この工程改善によってチームが設定した目

標より良い結果を得られたことがわかった。すなわち、SPMは7回/分から9.9回/分とな

り、目標の9回/分を上回った。不良品率は5%から0.03%になり、センサーエラーによる

ラインストップ時間も目標どおり0分となった。こうした評価の後、チームリーダー A

と改善推進者Bが新たな標準作業書を作成したのである。この改善の経済効果について

は、年間生産台数を5万台として試算すると、ラインストップ時間の削減、不良品率の

低減及びSPMの向上により約113.04万人民元のコスト削減ができたと評価されている。

また、改善チームはこの改善を通して、金型の構造的問題の検討と真因分析能力の強化

を将来の課題として示していた。  
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第４章 J 社におけるトヨタ生産システム導入の現状 

 

第１節 J社の概要  

 

 改革開放初期、中国政府は自動車産業の育成を国家戦略として提唱し、「三大三小二

微」政策を打ち出した。J社の起源であるTX社は「三小」企業の1つにあたる。1983年に

は、TX社所在地の地方政府の主導によりTX社が日本の自動車メーカーであるD社の小型

車の生産を決定した。翌1984年にはTX社はD社と契約を結び、TXD社が誕生した(任、2004)。

1998 年にD社がT社の連結子会社となったことから、TX社はT社と関係するようになった。

2000年にTX社とT社はTXA社を設立し、TX社の工場の隣にTXA社の工場を作った(この工場

が後のJ社第1工場である)。ところが、2002年にTX社はF社に買収され、FTX社となった。

こうしてF社とT社の業務提携が始まった。J社はF社から20%、F社のグループ企業から30%、

T社から40%、T社の中国現地子会社から10%の出資を得て設立され、2012年現在では、第

1工場(第1工場:2000年7月に建設開始し、2002年10月に完成)と第2工場(A工場は2002年

10月に建設開始されて2005年3月に完成し、次いでB工場が2005年10月に建設開始されて

2007年5月に完成した)がある。従業者数は2010年現在で約12,000人であり、そのうちの

約9,000人が第2工場工場で勤務している。J社のメイン工場である第2工場は現地政府の

協力を得て当地の経済技術開発区にある広い敷地に建設されたが、現地の雇用創出に貢

献することを条件に土地使用料については優遇措置がなされている。第2工場はプレス

工場、ボディ(溶接)工場、塗装工場、組立工場と樹脂成型工場を持ち、2012年現在で普
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通乗用車、高級乗用車とSUV車を生産している。以下では、このJ社の主力工場である第

2工場におけるトヨタ生産システムの導入実態を説明することにする。  

 前述のように、A工場は2002年に新たに建設された工場であり、プレス工場、ボディ(溶

接)工場、塗装工場、組立工場と樹脂成型工場で構成されている。A工場の建設と同時に

管理事務棟やテスト走行場などの付属施設も建設されている。その後、2005年10月から

J社B工場の建設が開始された。新設のB工場は塗装工場と組立工場を持っているが、A

工場の組立工程とB工場の組立工程の生産能力に合わせて、樹脂成型工場、B工場のプレ

ス工場とB工場のボディ工場を増築し生産能力を増強している。B工場完成後、J社はA

工場とB工場による並行生産テストや調整などを行い、A工場とB工場を合わせて第2工場

と名付られている。 

 第2工場の建物は中国機械工業第九設計研究院有限公司(以下、九院と略称する)が中

心となって設計され、竹中工務店が建設した。九院は自動車工場設計の専門機関として

1958年に設立され、現在はF社の子会社となっているが、九院の自動車工場設計能力は

中国国内においてトップクラスにある。実際、九院はFV社、C社、吉利汽車などの自動

車工場を設計した経験を持ち、トヨタの大野耐一氏によるF社のライン改造の事例を研

究した経験もある。ところが、 第2工場の設計はトヨタ生産システムの厳しい基準を満

たさなければならないため、第2工場の設計は中国側のエンジニア以外にT社のエンジニ

アも関わった。特に、第2工場のボディ工場はT社が推進しているグローバルボディライ

ンを採用したためにT社のエンジニアの協力は不可欠であった。また、第2工場の生産設

備はほとんどが日本メーカーの設備であり、設備の設置や調整などの作業にもT社のエ

ンジニアや設備メーカーのエンジニアが持っている知識と経験を活用することが非常



 

 79

に重要であった。図14が示すように、第2工場はプレス工場とボディ(溶接)工場が中央

に配置され、プレス工場とホボディ工場の両側に塗装工場と組立工場が配置されている。  

 第2工場には自動車の原材料である鋼板コイルをカットする設備がないため、新日鉄

などの鉄鋼メーカーがカットした鋼板をプレス工場に納入している。プレス工場には6

本のプレスラインがある。そのうち自動車のサイドパネルやルーフなどの大きめの鋼板

をプレスするプレス機が3台設置されていて、それぞれA01ライン、A02ライン、A03ライ

ンと呼ばれている。他の3本のプレスラインには小さめの鋼板をプレスする機械が設置

してあり、それぞれC01ライン、C02ライン、C03ラインと呼ばれている。プレス工場に

はプレスライン以外に300トンと2400トンのトライプレス機がそれぞれ1台ずつ金型保

全エリアの隣に設置されている。プレス機はコマツ社製で、プレスラインのプレス機は

順送4工程機械である。 

 鉄鋼メーカーから納入された鋼板はプレス工場の保管スペースで開梱して検品した

後に、必要なものが必要な量だけ洗浄機で洗浄されてプレスラインの隣の保管棚に置か

れ、スタンバイする。段取時間のムダを省くため、プレス機の稼働中に外段取りとして

次の部品のプレスに必要な金型がプレス機の左右のどちらかの決めた場所に置かれて

段取り替えの準備が行われる。段取り替えする際にはプレス機の左右のドアを開いて使

用済みの金型と次に使う金型を同時に同じ方向にスライドさせ、使用済みの金型がプレ

ス機から排出されると同時に次に使う金型がプレス機に装着されることになる。プレス

した部品はライン作業員がアブラ砥石を使って全品検査し、良品は専用の部品パレット

に入れられ、品質検査員が再度詳しく検査する。プレスラインでライン作業員が不良品

を見つけた場合にはラインストップしてグループリーダーを呼んで不良の程度を確認
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し、直接に手直し工程に運んで修理するか、修理できないものは破棄する。品質検査員

が見つけた不良品も手直し工程に持っていき、不良品を廃棄するかどうかは手直し工程

が最終判断する。 

 第2工場のボディ工場はA工場とB工場の溶接ラインを合併したものになっている。A

工場向けのボディ工程にはホボディライン(自動車のサイドパネルを溶接するライン)、

アンダーボディライン、ボディ調整ライン、ドアライン、増打ちライン、グローバルボ

ディライン、手直し場等がある。B工場向けのボディ工程にはボディライン、アンダー

ボディライン、エンジンルームラインとボディ調整ラインがある。グローバルボディラ

インでの溶接は無人化されているため、部品の運搬や溶接用に沢山のロボットが使われ

ている。このボディ工場における溶接・組立工程は以下の流れになっている。ボディを

溶接する際に必要な部品はプレス工場から引き取られ、まずは自動車のフロア部分がア

ンダーボディラインで溶接される。溶接されたアンダーボディはボディラインで溶接さ

れたサイドパネルとルーフと一緒にグローバルボディラインに運ばれていく。 
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 グローバルボディラインではアンダーボディとサイドパネルとルーフが溶接され、ホ

ワイトボディの基本の形になっていく。グローバルボディラインで溶接され組立てられ

た車体の溶接ロボットで溶接できない箇所については増打ラインで追加溶接がなされ

る。増打した車体にはドアラインで生産したドアが取り付けられ、次いでボディ調整な

どをした後に品質検査が行われる。 

 ボディ工場で組み立てられた車体は車種によってA塗装工場かB塗装工場に搬送され

る。A組立工場に隣接しているA塗装工場は主に高級乗用車の塗装を行い、B組立工場に

隣接しているB塗装工場は主に普通乗用車とSUV車の塗装を行っている。塗装工場は電着

塗装からクリア塗装まで計十数工程がある。また、塗装工場が使用している塗料は環境

に配慮した水性塗料である。 
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 A塗装工場で塗装した車体はA組立工場に運ばれ、車体からドアが外された後に組立ラ

インに運ばれていく。A組立工場は2本のU字型ラインを連結したようなレイアウトであ

る。艤装1ラインの横にインパネ組立サブラインがあり、車体はまず艤装1ラインで艤装

部品が取り付けられる。艤装2ラインの隣にはドア組立サブラインがあり、艤装2ライン

で車体にシートなどが取付けられた後に、サブラインで組立てられたドアが車体に取り

付けられる。艤装を終えた車体はファイナル1ラインに流れていく。ファイナル1ライン

の隣にエンジンとトランスミッションを組み付けるパワートレイン・サブラインがあり、

サブラインで組み付けを終えたパワートレインはファイナル1ラインで車体に取り付け

られる。ファイナル1ラインの取り付けを終えた車体はファイナル2ラインに運ばれ、こ

こでオイル類などが注入され、検査ラインでスピードテスト、ブレーキテスト、ヘッド
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ライトテスト、シャワーテスト、外観検査等の検査や調整を行い、完成車置き場に運ば

れていく。 

 B塗装工場で塗装された車体はB組立工場に運ばれる。B組立工場のレイアウトはA組立

工場より複雑である。塗装された車体はドアを外し、艤装1ラインで艤装部品が取り付

けられて、艤装2ラインに運ばれていく。艤装2ラインの隣にインパネ組立サブラインと

ドア組立サブラインがあり、インパネは艤装2ラインで取り付ける。艤装が終了した車

体はシャシー1ラインに運搬され、シャシー1ラインの横にエンジンとトランスミッショ

ンとフロントおよびリアサスペンションを組立るサブラインがあり、エンジンやリアサ

スペンションがシャシー1ラインで車体に取り付けられる。シャシー2ラインでタイヤを

取り付けた後に、ファイナル1ラインの工程を終えて、ファイナル2ラインで艤装2ライ

ンの横にあるドア組立サブラインからドアが送られてきて取り付けられる。ファイナル

3ラインでオイル類などが注入されて、外観検査ラインに運ばれていく。外観検査が終

わった完成車 は機能検査ラインでスピードテストなどの検査を受けて、問題が無けれ

ば完成車置き場に運ばれていく。  

 以上が第2工場のA工場およびB工場における工程の流れである。 
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第２節 人材育成 

 

 2002年のJ社設立時の従業員総数はわずか800人ほどであったが、設立してからわずか

8年後の2010年には従業員総数は設立時の約15倍の12,000人にまで膨らんだ。従業員の

ほとんどは20歳前後の自動車産業未経験の若者である。そのため、第2工場の稼働状況

は特に深刻な状態になった。 第2工場は生産を維持するために、生産現場では第2工場

のマザー工場であるT社Y工場(その後、TH工場に変更された)からチームリーダー・クラ

ス、グループリーダー・クラスやエキスパート・クラスの日本人支援者を受け入れた。

さらに、F社およびF社の関連企業も優秀な人材を数百人選抜して、技能職は2週間から

半年間、管理職は最長3年間、第2工場に出向させた。また、J社が第1工場の優秀な経験

者を第2工場のチームリーダーとして異動させ、第1工場の優秀なチームリーダーを第2

工場のグループリーダーとして異動させたケースもあった。ところが、第2工場はこの

ような応急処置をとったのにも関わらず、必要最低限のチームリーダーとグループリー

ダーを確保できず、また当時はチーフリーダーと課長職に適切な現地従業員もいなかっ

た。 

 人材を育成するために第2工場は日本人支援者やA社本社の協力を得て、工場内にある

教育施設やM工場にあるグローバル生産推進センターや日本各地のA社の工場などで教

育・訓練し、グループリーダー・クラスを中心に人材育成を進めた。日本で教育・訓練

を受けたグループリーダー及びチームリーダー級の準グループリーダー達は第2工場に
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戻った後に、日本での教育・訓練の経験を生かしてチームメンバーの教育・訓練を行っ

ている。日本で教育・訓練を受けた従業員は教育・訓練を受ける前と比べると勤務態度

や仕事に対する情熱が著しく向上している。第2工場の管理職層にも日本での教育・訓

練プログラムが好評であり、教育・訓練の効果に大きな期待がよせられている。 

 事務職には契約事務員と正社員が存在する。正規採用の新入事務職は3級スタッフで、

日本語・英語能力等の言語能力や仕事に対する勤務態度等によって最短で2年後に2級ス

タッフに昇任できる。2級スタッフに任命されてから最短で2年後に昇級テストを受ける

ことができ、昇任基準を満たした人材がチームリーダー・クラスの1級スタッフに任命

される。他方、契約事務員の契約は毎年更新される必要があるが、契約事務員のほとん

どはすすんで契約を更新している。給与・賞与や福祉厚生等の面では正社員に比べて劣

るが、第2工場は国有企業と合弁企業の両面性を持ち、民間企業より待遇がよく、安定

して働けるからである。なお、第2工場には優秀な契約事務員を正社員に登用する制度

があるが、正社員に登用される契約事務員は稀である。 

 生産現場においては、表1に示すように、第2工場はA社と似た職位等級制度を採用し

ている。新入社員は1C級に位置づけられ、チームメンバー(TM)として1B級に昇進できる。

また、1B級のチームメンバーは1Aに昇格し、サブリーダーの候補とも言えるエキスパー

ト(EX)に格付けされる可能性がある。1A級従業員はテストに合格すればチームリーダー

(TL)の2B級に昇進できる。2B級の経験を積んで後のチームリーダーはグループリーダー

(GL)の候補者である2A級に昇級でき、テストに合格すればグループリーダーの3B級にな

る。同じグループリーダーでも3Bと3A級があり、3B級から3A級に昇進できるのは3B級グ

ループリーダーのわずか15%程度でしかない。3A級のグループリーダーはチーフリーダ
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ー(CL)の4B級に昇進できるが、昇進テストの合格率はわずか15%である。4B級のチーフ

リーダーは4A級のチーフリーダーに昇進でき、4A級のチーフリーダーは課長クラスに昇

進する可能性がある。いずれの職位等級への昇進も2つの条件をクリアしなければなら

ない。1つ目は前職において1年以上の経験が必要だということであり、2つ目は1年以内

に処罰記録がないことである。 

 

 生産現場の職能養成については、第2工場は日本人支援者とA社本社の協力を得て、従

業員の職位等級に合わせた教育プランを実施している。教育には一般教育、TPS教育、

技能研修、言語教育やリーダーシップ能力の研修なド様々なプログラムが存在する。 

 新入社員を対象にした一般教育においては、J社のエキスパート(EX)級従業員が講師

として講習を行う。講習期間はプレス工場および樹脂工場の従業員が約6週間で、溶接

工場、塗装工場および組立工場の従業員は9週間である。講習内容は入社手続き、会社
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規則、会社の福祉、会社概要、労使関係、A社生産方式と人材育成、違反行為とセクシ

ャルハラスメント、責任感、コミュニケーション能力、安全と健康教育、QC、創意工夫、

自動車構造実習、工場実習、標準作業の遵守、言語教育と自主企画などである。教育の

目的は新入社員の社会的責任感、J社社員としての自覚と責任感 の育成、J社技能職員

としての基本知識および能力の育成である。 

 入社2年目の労働者は入社時と同じ講師のもとで約2日間の昇級研修を行う。研修の内

容は社会人意識、チームワーク、QC手法、創意工夫と過去1年の反省等である。研修の

目的は職能確認および必要な知識や技能等の習得と成長意識の喚起である。  

 エキスパート(EX)級従業員の一般教育では全6回計11日の講義が行われる。研修の内

容は人事プレゼンテーション報告、課題設定型の問題解決、人間関係教育、勤務規則、

TPS、T社式の仕事の教え方(TJI:T社・ジョブ・インストラクション)とT社流コミュニケ

ーションの取り方(TCS:T社・コミュニケーション・システム)等がある。教育の目的は

エキスパートとしての能力を習得することと観察能力・洞察力の育成である。 

 新任チームリーダー(TL)にはグループリーダー(GL)もしくはグループリーダー経験

者が講師となって半日間の講習が行なわれる。講義の内容は職能研修、課題討論、心理

的健康教育とTCS等がある。講義の目的はチームリーダーの職能レベルを確認すること

やチームリーダー間の交流促進、チームリーダーと上司の交流促進等である。 

 新任グループリーダー(GL)の教育は2日間で行なわれる。教育の内容は職能研修、グ

ループリーダーの業務内容、職場管理報告演習とロール・プレイングを通じた相談制度
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の習得である。教育の目的はグループリーダーの職能および業務の研修とグループリー

ダーとしての必要な知識および技能の習得である。  

 新任チーフリーダー(CL)研修も2日間で行なわれる。研修内容は職能研修、職場研修、

チームメンバー育成計画立案、相談制度、職場管理報告演習、差別問題とT社・ビジネ

ス・プラクティス(TBP) などがある。研修の目的はチーフリーダーの職能研修とチーフ

リーダーとしての必要な知識および技能の習得である。 

 第2工場ではTPS(トヨタ生産システム)に関する専門の教育も行われている。1B・1A

チーム メンバー級従業員に対してはTPS初級教育が行われる。TPS初級教育はTPSの基本

理念と改善作業を2日間で講義し、参加者はグループリーダーが決める。エキスパート

級従業員とチームリーダーに対してはTPS中級教育が行われるが、TPS中級教育はTPS初

級教育を修了した技能職員のみが受けることができ、1回の講習の定員は70人までと制

限されている。講義の内容は初級より一歩踏み込んだTPSの基本理念と改善作業である。

講義は2日間半の講習と、その後の4日間半をかけた職場実践がある。さらに、7日半の

時間をかけて職場実践の結果を発表させ、その発表を踏まえて指導を行う。TPS中級講

習の目的は受講者が標準作業を理解し、改善方法を把握することにある。第2工場の従

業員はこのようなOJTやOff-JT研修を受けて製造技術についてスキルアップしながら

TPSの基本概念を理解し、こうした人事育成によって生産現場の管理組織が徐々に構築

されてきた。 

 例えば、第2工場プレス工場では稼働時にA工場とB工場を合わせて約500名の従業員が

いたが、そのうち、課長2人(うち中国人1人[F社からの支援者]、日本人1人[M工場から
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の支援者])、主任2人(うち中国人1人[F社からの支援者]、日本人1人[Y工場からの支援

者])の他、チーフリーダーが存在せず、グループリーダーが3人、チームリーダーが20

数人しかいなかった。ところが、2011年になると、課長2人(うち中国人1人[F社からの

支援者]、日本人1人[T工場からの支援者])、主任2人(うち中国人1人[F社からの支援者]、

日本人1人[T工場からの支援者])、チーフリーダー1人(第2工場が設立する際にグループ

リーダーとして第1工場から異動してきた従業員)、3A級グルーフプリーダー3人、3B級

グループリーダー17人(うち女性2人[1人は品質管理グループリーダー、1人はプレス工

場共産党支部責任者兼安全管理グループリーダー])以外の職位別構成は、内部養成され

た2A級準グループリーダー9人、2B級チームリーダー15人(2A級チームリーダーはいな

い)、1A級サブリーダー38人、1A級エキスパート30人と一般技能員である1A級チームメ

ンバー95人になった。 

 前述のようにJ社はT社とF社の合弁企業であり、T社はJ社に対して経営権を部分的に

しか持っていない。特に人事に関する権限はF社が持っているため、従業員の採用や解

雇等を行う際の決定権限はF社にある。しかし、上記のように生産現場における従業員

の教育についてはT社本社で教育を受けたグループリーダー・準グループリーダーが大

きな貢献をしており、またT社側の日本人支援者の助言や評価が従業員の教育と昇進に

関して重要な役割を演じている。このように製造部門においてT社生産システムを推進

するための人材育成にはT社が大きく関わっているのである。 
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第３節 トヨタ生産システムによる実践  

 

 第2工場におけるTPSの推進、すなわちTPSに基づく工程改善には主にエンジニアによ

る改善と従業員による改善がある。  

 エンジニアによるTPSの実践は工場建設準備段階から行われているが、エンジニアに

よる改善活動は主に新しい生産ラインの設置や新設備の導入時に、「工程の流れ化」、

ムダの排除、および生産効率の向上のために行われている。エンジニアたちはTPSの基

準に合わせて、第2工場に生産の流れを作って、必要な機械や設備を設置し、工場の従

業員と一緒にテスト生産を行う。テスト生産中に見つかった問題点を分析し、日本人支

援者などと一緒に小規模なライン改造を行っている。後者の従業員による改善には日本

人支援者が主導する改善と現地従業員による改善があるが、以下では日本人支援者によ

るTPSに従った改善活動を説明しておく。  

 周知のように、TPSの基本はジャスト・イン・タイムと自働化である。ところが、第2

工場の一般従業員を対象とするTPSの推進に際して、まずは4S(整理、整頓、清潔、清掃)・

見える化管理および改善からスタートした。4S・見える化管理は比較的に実行しやすい

ものである。4S(整理、整頓、清潔、清掃)によって問題を顕在化(見える化)することに

よって問題点を把握・確認して問題の解決・改善を行うことになる。また、改善を行う

ことによって作業の効率化や作業環境の改良等につながり、従業員のモチベーションを

向上させ、仕事のやり甲斐を感じさせることもできる。このように、第2工場は従業員
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に 4S・見える化管理および改善の重要性を理解させた上で、ジャスト・イン・タイム

と自働化を導入した。 

 ジャスト・イン・タイムは簡単に言えば必要なものを必要な時に必要な量だけ生産し、

運搬することである。第2工場の場合は各生産ラインに生産管理部門につながるコンヒ

ピュータを配置せず、 生産管理部門が毎日各工場にあるTPS推進室に生産計画を送信し、

TPS推進室が生産計画に基づいて各生産ラインの生産計画書やカンバン等の必要な資料

を作成してラインに指示し、生産を行う。また、各工場のTPS推進室は毎日の生産量、

在庫量などを調査して、生産管理部門に報告する。言うまでもなく、カンバンはジャス

ト・イン・タイム生産に不可欠なツールである。第2工場ではプレス工場、溶接工場が

紙媒体のカンバンを多数使用しているが、組立工場では紙媒体のカンバン以外に電光掲

示板式のカンバンも利用している。特に、組立ラインは取り付け部品が欠品した際には

電光掲示板式のカンバンを利用して物流チームに連絡し、物流チームが必要な部品を必

要な工程に配送する仕組みになっている。 

 ジャスト・イン・タイム生産の条件となる工程での品質の作り込みのためには、製造

ラインにおける標準作業の徹底がはかられ、また製造ライン以外の従業員についても作

業規則が定められ、規則に従った作業の徹底が図られている。そのために第2工場では

製造(プレス・溶接・成型・組立)、品質検査、手直し、保全、物流などの工程毎にジャ

スト・イン・タイム生産に関する詳しいマニュアルが備えられている。この製造ライン

の従業員が作業する際に使用しているマニュアルは日本人支援者の指導のもとで日本

人支援者とグループリーダーが共同で作成した標準作業書、作業要領書、標準作業組合

せ票、工程別能力表等である。さらに従業員がマニュアル通りに作業を行えるようにす
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るために、日本人支援者は各等級の従業員1人1人に合わせたOJTプログラムを考案し、

従業員のトレーニングを行っている。  

 不良品を後工程に流さないようにするためには、日本人支援者と現地従業員が第2工

場の現状に合わせて内製部品を二重検査するようにした。まず、各工場の製品は各工場

内の検品チームが品質検査をし、不良品は手直しするかもしくは廃棄する。検品チーム

は一部の従業員を後工程に常駐させ、良品はカンバンに従って後工程に流すのであるが、

後工程の作業が始まる前に、常駐している前工程の検品作業員が後工程の検品作業員と

一緒に前工程から来た良品を再度抜き取り検品するようになっている。なお、品質検査

と手直し工程のためには限度見本(良品または不良品となる品質の限度を示すサンプ

ル)が置かれており、良品と不良品の識別や、不良品についての手直しと廃棄を判断す

る際の重要な基準となっている。 

 他方、第2工場における自働化の適用はアンドンからスタートした。ライン労働者は

自働化の原則に従って作業中に問題が発生すればラインを止め、ラインを止めた工程が

アンドン上に表示される。日本の工場では、ラインを止めた工程にチームリーダーやグ

ループリーダーが駆けつけ、問題を確認して問題解決を図るのであるが、第2工場の稼

働当初にはアンドンに表示された問題工程への対応は主に日本人支援者が行ない、問題

を解決していた。その後、現地従業員に対するOJTや技能研修などの教育訓練が進めら

れた結果、現地従業員が問題解決を行うようになってきた。  
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第４節 トヨタ生産システムによる改善活動 

  

 第2工場はTPSの初期導入後、日本人支援者が原価低減と品質向上のために改善活動を

進めたが、現地従業員もQCサークルや創意工夫提案制度を通じて改善提案を行い、原価

低減と品質向上に貢献している。まず、第2工場はT社と同じようにQCサークルによる提

案制度と従業員個人による創意工夫提案制度を導入している。 

 生産現場では各作業チームに1つ以上のQCサークルが組織され、それぞれの担当工程

において4Sや見える化を徹底している。4Sや見える化によって自工程の問題を顕在化さ

せ、QCサークルが顕在化した問題を解決するために改善を行うのである。従業員個人に

よる創意工夫提案制度については、工場は従業員に対して毎月1件以上の改善提案を課

しているが、改善提案の対象は生産活動に関わるすべてのことである。 いずれの場合

も、改善提案は評価に応じて提案者に改善提案手当が支給されている。提案の評価基準

はQCサークル提案と個人提案で同じ基準が採用されている。提案の内容に対して現状分

析、改善方法や対策効果などの項目に評価点をつけ、総合点によって提案の等級を決定

し提案手当が支給される。提案者(個人およびQCサークル)の提案はグループリーダーが

審査し、価値の高い提案はチーフリーダー・主任に推薦される。チーフリーダー・主任

が提案に点数をつけて、点数の高い提案を課長に推薦する。課長に推薦されない提案に

は提案賞として提案者・チームに最高20人民元の提案手当が支給される。課長に推薦さ

れた提案は課長が点数をつけて、点数の高い提案を部長に推薦し、部長に推薦できない
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提案には3等賞として点数に応じて提案者・チームに40人民元から80人民元の提案手当

が支給される。部長に推薦された提案は部長が再評価し、優れた提案を各工場長に推薦

する。それ以外の提案には2等賞として点数に応じて130人民元から230人民元の賞金が

支給される。個人提案が各工場長まで推薦されるようなケースは非常にまれだというこ

とであるが、工場長に推薦された提案は工場長が再採点し、その中の優秀な提案がJ社

の総経理・副総経理に推薦される。総経理・副総経理に推薦されない提案は1等賞とし

て330人民元から530人民元を支給される。総経理・副総経理に推薦された提案は再評価

され、優れた提案には特等賞として700人民元から2000人民元が支給される。特等賞を

受賞した提案は1等賞を受賞した提案と合わせて年1回開催される全社のQCサークル発

表大会において発表される。  

 また、前述のように、改善の目的は主に原価低減と品質向上であり、第2工場におい

てもこれらの改善はA社と同様に職制や品質管理部門が中心となって推進している。第2

工場において原価低減に最も有効な方法は在庫削減であった。 

 第2工場は2005年から稼働した工場であり、T社で本格的に中国進出した後に建設され

た工場である。このため、T社の多数のサプライヤーがT社の中国進出とともに中国に進

出し、第2工場に部品を供給している。また、第2工場の建設地には港があり、交通アク

セスが非常に便利な地域であり、S産業のような中国進出に遅れたT社系のサプライヤー

は第2工場の周囲に工場を建設している。こうして第2工場は日本人支援者、現地従業員

とサプライヤー関係者の間の協力によって、部品の在庫削減を進めることができた。特

に、自動車の原料である鋼板の在庫量は第2工場を立ち上げた当初の48時間分が8時間分

にまで削減され、組立工場の部品在庫も約8時間分から約4時間分まで削減されている。   
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 在庫削減と同時に作業の効率化が進められ、原価低減に貢献している。原価低減のた

めの改 善活動はチームリーダーを中心とする改善チームが行なっている。第2工場は生

産活動をマニュアル化しているが、作業効率の向上のために3カ月に1回は標準作業書等

のマニュアルの見直しを行うように指導している。このため、チームリーダーを中心と

する改善チームはTPSの分析手法を活用して作業方法や作業手順などを見直して改善を

進め、作業マニュアルを改訂している。さらに、モデルチェンジ時にはグループリーダ

ーが中心となって生産ラインの見直しを行ない、工程改善を図っている。具体的にはグ

ループリーダーが生産ラインのレイアウトを変更したり、作業工程を見直して、立案書

をまとめ、日本人支援者の協力と認可を得て、工程改善や作業改善を進めるのである。

このような改善は組立工場やボディ工場で多く行われている。 

 生産効率の向上のためには、不良品の発生率を抑え、製品の品質向上を図る改善活動

も重要である。第2工場は各工場に品質コーナーを設け、毎日の10時と15時に日本人支

援者、チーフリーダー、グループリーダーと一部のチームリーダーが品質コーナーに集

まり、品質会議を行っている。品質会議は日本人支援者と現地従業員が生産過程で発生

している品質問題に対して話し合う場であり、日本人支援者と現地従業員が協力して品

質改善を行う仕組みになっている。特に、朝10時の品質会議では前日の昼勤と夜勤の間

に発生した問題が参加者に報告され、解決策が協議される重要な会議となっている。発

生した問題によってはチームリーダーやグループリーダーが中心となってPDCAを回し

て問題の解決策を探る。 

 また、T社社内の横展開制度を利用して、T社グループの他工場の優秀な経験を導入し

て第2工場の問題を解決することもある。さらに、T社本社の生産技術部門や機械・設備
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メーカーのエンジニアと協力して、重大な品質問題を解決する場合もある。このように

他工場や他部門の経験・知恵を借りて解決できる問題もあれば、第2工場自身が解決し

なければならない独自の問題もある。 

 例えば、プレス工場の生産において直径2ミクロン以上のホコリやゴミによってブツ

と言われる不良現象が起るが、その発生率は日本の工場では1%未満であるが、第2工場

では50%以上であることが判明した。その原因は環境問題にある。きれいに洗浄された

金型でも風によって運ばれたホコリやゴミ等が金型に付着し、ブツがある不良品が生産

されることがある。この問題を解決するために、第2工場の日本人支援者と現地従業員

は協力して水を垂らせる網戸のようなパネルを数枚作り、そのパネルをプレス機の周り

に設置して、水で風を洗うことによって空気を浄化し清潔な製造環境を作った。  

 第2工場は内製品の品質改善以外に、サプライヤーに対しても品質改善を求めている。

第2工場はサプライヤーが納品したすべての部品に対して抜き取り検品を行い、不良品

が見つかった場合は納品のロットを記録し、ラインに搬送する前に不良品が見つかった

ロットを全品チェックすると同時に、第2工場の品質管理部門が不良品を生産したサプ

ライヤーに発見した不良品について連絡する。また、不良品かどうかが判断しづらい場

合は日本人支援者とサプライヤーの協力を得て、サプライヤーから限度見本を取り寄せ

て品質管理スタッフが最終判断をする。さらに、不良品が頻発したり重要な不具合が見

つかった場合には、工場はサプライヤーに品質不良連絡書を送るとともにグループリー

ダー級の第2工場従業員をサプライヤーに出向させ、品質改善に協力する仕組みを作っ

ている。  
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終章 結論：研究成果と残された課題 

 

第１節 C 社（F社）の生産システムの進化について 

 

 「一般に企業の進化を考える場合、企業自身の内的進化能力（コア・コンピテンス、

学習能力等）のみではなく、企業活動が行われる政治的経済的社会的環境、あるいは企

業の置かれた制度的配置と企業の経営戦略・ガバナンス機構との間の相互作用を検討す

る必要がある」（清水、2002a）。とくに本論文の対象は中国の国家政策によって設立さ

れた F社の乗用車生産部門である C 社であり、同社は社会主義国家の企業として資本主

義経済における企業とは異なった、また同じ社会主義国家であるソ連の企業とも異なっ

た、特異な政治的社会的制約の下で固有の困難に直面し、生産効率と品質の向上のため

の企業努力を行わざるを得なかった。本論文はこの C 社（F 社）の 60 年間に渡る生産

システムの変遷をフォローしてきたのであるが、その進化のプロセスは 3局面に分ける

ことができよう。 

 第 1 局面は乗用車開発・生産プロジェクトチームの発足から改革開放までの期間であ

る。この局面においては、F社は国家の自動車生産部門として国家の計画・戦略に従っ

て経営され、C 社は F 社の一組立工場であって、C 社の生産システムとは F 社の生産シ

ステムであった。C 社（F 社）は後発的な国営自動車メーカーとして、国家の政策・戦

略によって設立され、企業に置かれる外部的な環境を配慮せず、ソ連の支援を得てソ連

式の生産システム（『生産組織設計』）をモデルとして導入して生産を開始した。しかし、

導入されたソ連型生産システムは中国の事情に適合できず、特に企業の統治様式の違い

などからソ連型生産システムは期待どおりに機能しなかった。生産システムの適応問題
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を解決するために、「両参一改三結合」・「八大員制度」等の中国共産党が得意としてい

る「大衆路線」を利用し、導入されたソ連型生産システムを中国の政治・経済・社会環

境に適応させた。この「両参一改三結合」制度は原価低減、品質向上、生産効率向上な

どの役割も果たしていた。さらに、「大躍進」政策の過ちを修正するために中国政府は

「工業 70 カ条」を考案した。「工業 70 カ条」の規定により中国に適していない「一長

制」の代わりに「共産党委員会の指導の下の廠長責任制度」が実行され、さらに、より

中国化された新たな賃金制度も実施された。すなわち、「工業 70 カ条」は導入されたソ

連型生産システムのハイブリッド化を促進させた。しかし、1966 年になると中国では

文化大革命が勃発した。このように、「大躍進」運動は「両参一改三結合」と「八大員

制度」による企業経営の改善を阻止し、「文化大革命」が「工業 70 カ条」による生産シ

ステムのハイブリッド化を阻止した。したがって、第 1局面において C社（F社）は国

営自動車生産部門の一工場として国家の意思に服従しなければならず、一貫した経営戦

略の展開が困難であった。さらに、中国の工業基盤の脆弱さばかりではなく、中ソ対立、

西側諸国との対立、政治運動と政策変更といった国際・国内の政治情勢も C 社（F社）

の経営に影響していた。 

 第 2 局面は改革開放から 1997 年の C 社の株式会社化までの期間である。改革開放政

策と市場経済化によって中国の社会情勢が大きく変化しはじめ、C社は徐々に経営の自

立性を強めていく。生産システムに関しては、日中国交回復と経済交流の深化という文

脈の下で F社は日本に視察団を送ってトヨタ生産方式を学び、「模倣」（トヨタ生産方式

の自主導入）を開始し、大野耐一（および同行したトヨタの技術員）による直接指導、

H社の指導によって一部の加工ラインやトランスミッション工場がトヨタ生産システム

に従って組織・運営された。ただし、こうしたトヨタ生産方式の模倣やモデルライン・
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工場編成は全社に展開されなかった。生産性向上による省人化・大量解雇と賃金格差の

出現が社会主義体制の下では実施し難く、F社（および C 社）は特に重大な問題である

製造コストの削減と品質問題の解決のためにトヨタ生産方式を部分的に導入するにと

どまった。そのため、F 社（C 社）の生産システムは、いわば中国式生産管理要素を取

り入れたソ連式生産システムにトヨタ生産方式の要素を加えたハイブリッド・システム

になった。1990 年代になると FV 社を経由して KVP２や AUDIT など改善活動や品質管理方

法を導入したが、その理由はハイブリッド生産システムがうまく機能しなかったことか

らコスト・品質問題を解決することができず、新たな解決方法を模索せざるを得なかっ

たことにある。この局面では、C 社（F 社）に対する国家の影響がなくなった訳ではな

く、C社の経営戦略は紅旗の生産停止、マイクロバスの生産、ベンツ車の CKD 生産、「三

大三小二微」政策等々という国家の政策によって翻弄された。第 2局面の特徴として C

社（および F 社）は企業の弱点である品質問題およびコスト問題を解決するために、ト

ヨタ生産システムの要素を中国化されたソ連型生産システムに取り入れ、中国化された

ソ連型生産システムを利用し続けた。すなわち、トヨタ生産システムの要素は旧生産シ

ステムの補完として利用され、生産システムの進化経路において進化経路の依存性が色

濃く現れていた。 

 第 3 局面は F 社の製造工場であった C 社が株式会社として改組された 1997 年から現

在までである。C社はF社グループ傘下であるが株式会社として経営の自主性を獲得し、

F 社および国家に対する依存度が低下した。しかし、C社の主力製品であるアウディ 100

型をベースにして開発した新型紅旗車およびその派生した乗用車は徐々に販売不振に

陥った。そのため、C社は販売量の拡大を目指して、日本の M社および T社との事業協

力（および技術導入）を進めた。こうして 2003 年に C 社は M 社の技術協力によって M
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社ブランド車の生産を開始し、他方、2002 年に F 社と T 社の合弁会社である J 社が設

立され、T社ブランド車を製造するようになった。この J 社の設立を機に C 社は全面的

にトヨタ生産方式を導入するようになった。第 3の局面において C社および J社が全面

的にトヨタ生産システムを導入できた理由は以下のようである。すなわち、フォーマル

の面において改革開放政策並びに社会主義市場経済制度により国家と企業の関係が変

化した。1993 年に中国最初の「会社法」が公布され、中国の企業制度が法律により明

確化された。C社および J社は国有企業である F社の子会社でありながら、従来より自

主経営の自由度が比較的に高く、企業戦略などは概ね自社で決められるようになった。

1995 年に中国は「労働法」を公布し、企業と労働者の労使関係が法律により明確化さ

れた。インフォーマルの面において改革開放政策は外国企業を中国に誘致するのみなら

ず、中国社会・中国企業の国際的慣行に対する理解も深めた。中国の国有企業改革によ

り国有企業の数は減少し、企業による終身雇用制度も打破された。このような変化によ

り企業の従業員の競争意識が高まり、国有企業並びに終身雇用に対する執着も弱くなっ

た。すなわち、改革開放政策並びにその延長線上にある諸制度の改革により企業の従業

員の意識が変化した。従業員の意識の変化により人材育成制度はもちろん、賃金制度の

導入、工程改善など生産システムの様々な面に大きな影響を与えた。 

 以上のように C社（F 社）の生産システムは３局面を経て進化してきた。 
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第２節 C 社および J 社におけるトヨタ生産システムの現状について 

 

 C 社および J 社とも 2002 から全面的にトヨタ生産システムを導入した。ジャスト・

イン・タイム、自働化、カンバン方式の応用などトヨタ生産システムに不可欠な要素の

導入以外に、両社にはトヨタ生産システムを導入する際に以下のような共通点が見られ

る。 

 まず、トヨタ生産システムを導入する際に工場建設段階から工程の流れ化を考慮した。

本論の事例で述べたように C社は 2002 年からトヨタ生産システムを導入し、2004 年に

C 社は新たに完成された工場に移転し、その際に生産工程を徹底的に効率化させた。J

社も C社と同じく、J社の第 2 工場が建設された際に工場の設計者は T社のエンジニア

および設備メーカーのエンジニアと協力し、T 社の厳しい基準を満たすように設計・建

設した。すなわち、両社とも最初から生産の徹底的な効率化を図っていた。 

 第 2 に、見える化管理を基礎にトヨタ生産システムを導入した。両社ともに４S（５S）、

カンバンなどを利用し、見える化管理を実施し、問題の顕在化により素早く解決しよう

と図った。 

 第 3 に、積極的に改善活動を行った。C 社は 2002 年にトヨタ生産システムを導入し

たが、2008 年になって初めての全社レベルの QC サークル発表会を行った。J 社は 2002

年に設立され、2003 年から全社において QC サークルを展開した。 

 第 4 に、人材育成が重要視されている。C社は T社の専門家を招いて人材育成のプロ

グラムを作り、T 社の専門家により短期的な集中育成プログラムを数回実行した。T 社

の専門家が T 社に帰った後に、プログラムにより OJT、OFF-JT によって従業員に対する

トレーニングを実施した。また、自社の従業員を順番に J 社に派遣し、J社にて短期も
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しくは長期に勤務し、J 社の生産管理のノウハウを勉強させた。聞き取り調査によると

2007 年に C 社の組み立て工場は約 61 名の多能工を育成した。J 社には設立当初から T

社が日本人支援者を派遣してきた。マニュアル的な人材育成プログラム以外に、生産管

理・生産現場の経験が豊富な日本人支援者によるそれぞれの従業員に合わせてつくった

オリジナルな技能訓練（OJT）も実施している。 

 一方、C社と J社には以下のような相違点も見られる。 

 第 1 に、企業経営権の違いがある。C 社は株式会社であり、発行した株のうち約 53％

は F社が保有している。一方、J社は日中合弁会社であり、中国側企業と日本側企業が

それぞれ 50％を出資している。J 社の代表取締役には F 社の代表取締役が就任している

が副代表取締役は T 社の中国法人の代表取締役が担当している。また、J社の人事権は

中国側に帰属する。 

 第 2 に、C 社は国有企業の特性を持っている。C 社は「政治車」・「国賓車」の再開発・

生産を担当し、2009年の国慶節軍事パレート用車や政府用車（最近では2014年北京APEC

の各国首脳用車）の生産なども政治任務としてこなしている。すなわち、C社は現在で

も伝統的国有企業の多重の役割を果たしている。また、C 社の共産党組織は J社の共産

党組織に比べると活発的である。 

 第 3 に、サプライヤー・システムの違いがある。C社は F社の生産部門として存在し

ていた時は必要となる部品はほとんどが F 社の内製品であった。しかし、国有企業改革、

F 社のグループ化によって一部の部品メーカーが独立した会社として経営し始めた。ま

た、一部の部品メーカーは民営化され、C社の従来のサプライヤー・システムを再構築

する必要があった。さらに、合弁企業である FV 社の影響もあり、従来のパートナーサ

プライヤー以外に、FV 社のサプライヤーも C社に部品を納入している。C社のサプライ
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ヤーは長期のパートナー企業以外に、サンバイザーなど一部の部品について入札によっ

て部品メーカーを決めている。契約期間は基本的に１年であり、C社はサプライヤー企

業に対する技術指導を行わず、重大な品質不良が発生した場合には契約を打ち切る事も

ある。 

 C 社および J社におけるトヨタ生産システムの現状は以下の問題点が見られる。 

 第 1 に、人材確保の問題がある。C 社は中国の内陸部にあり、中国の沿海都市に比べ

ると賃金水準や生活水準が低い。また、中国自動車産業の激しい競争により熟練工、開

発者、技術者の確保は難しい。J社は中国の大都市の近くにあるが。現地の出身者は工

場での労働を敬遠しているために、ライン労働者は出稼ぎ労働者を雇用せざるを得ない。

しかし、出稼ぎ労働者の流動性は高く、多能工の育成および長期勤務によるキャリアー

形成が困難である。 

 第 2 に、品質確保の問題がある。C 社はトヨタ生産システムを導入しているが、品質

の作り込みについての認識が比較的に低く、品質検査員の人数は J 社より少ない。また、

サプライヤー（特に入札により短期納品契約を結んだサプライヤー）の技術力にばらつ

きがあり、サプライヤーに一律に高品質かつ安定供給を要求するのが困難である。J社

は T社の中国進出が遅れ、一部のサプライヤーの中国進出も遅れたことが原因で、現地

で生産した部品の品質が低く、サプライヤーにおける労働紛争が度々起こっているため、

部品の安定供給に問題がある。 

 第3に、トヨタ生産システムの徹底化が必要である。C社はトヨタ生産システムによる

改善活動を行ったが、従業員による改善提案制度は形骸化しつつてある。改善提案の提

出は収入を増加させる手段と考えて積極的に提案を行う従業員もいるが、改善提案は継

続して行わなければならず、しかもいつも優秀な提案をできるとは限らず、したがって
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レヘルの高い優秀な改善提案は減少していった。また、製造現場が取り組むべき問題に

は難度の高い改善作業を要するものか多く存在するが、こうした改善は作業員チームの

手に負えないものである。こうした難度の高い現場改善は、T社なとの日本のメーカー

の工場では、工場内の技術員室と現場が協力し、場合によっては生産技術部にも協力を

要請して行うのであるが、一汽轎車にはそのような仕組みはできていない。さらに、 C

社はプレス工程におけるドイツのミューラーワインカルテン社製プレス機の導入,ボデ

ィ工程や塗装工程におけるロボットの導入やラインの自動化、組立工程における最新の

設備の導入に象徴されるように、先進的な技術や設備によって品質や生産効率の向上や

タクトタイムの短縮を進めている。よってC社は基本的には、製造現場の工程改善・作

業改善によって生産効率の向上と原価低減(特に労務費の低減)を図るトヨタ生産シス

テムとは異なった、ハードな技術を偏重した経営方針に従っていると言える。トヨタ生

産システムの導入と言っても、トヨタ生産システムによって生み出された改善手法の部

分的な導入にとどまっているのである。しかも、C社は、「世界一」や「アシア一」を

追求して膨大な資金を投入して最新設備を次々と導入したが、従業員の能力と設備との

間にアンバランスが生じ、また製造現場の安全管理も十分とは言えないという問題を抱

えている。 J社は人材育成プログラムにより従業員のスキルアップを図ったが、従業員

のモラル教育も必要である。J社の生産現場において就業規則・標準作業を無視する従

業員が散在している。管理職においても、組立工場でラインストップしてから10分以上

が経ってもグループリーダーが現場に到着しなかったという問題もあった。また、従業

員のスキルは急速に向上しているが、難しい問題が発生する場合は自ら積極的に対策を

考えず、日本人支援者に頼る事もしばしば起こっている。さらに、J社は日中合弁会社

であり、従業員のモチベーションは日中関係の影響を受けやすいという問題も存在する。 
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第３節 本論文の限界と残された課題 

 

 本論文は中国の国有企業F社集団の子会社であるC社およびJ社を中心に、生産システ

ムの進化並びに適用・適応問題に焦点を当て、60年間に亘る進化のプロセスと実態を考

察した。特にF社（C社）の生産システムの進化については新たな資料を発掘し、政治経

済環境と生産システムの動的関係を示すことができ、また民族資本と合弁企業における

トヨタ生産システムの導入・展開実態の相違を明らかにし、中国社会において外来生産

システムを機能させるための課題を、包括的にでは無いが、示すことができた。 

 しかし、本論文はF社・C社およびJ社という限られた対象について分析しているにす

ぎない。外来生産システムの中国社会における適用と適応について一般的結論をえるた

めには、他の企業集団や民営企業など国有企業以外の企業についてもその実態を研究す

る必要があるであろう。また、生産システムの進化並びに適用・適応の視点以外に、本

論文の事例において説明を試みた企業と制度、制度と進化についてより多様な視点から

統合的に分析する必要もある。すなわち、企業行動の制度的枠組みである中国社会全体

の経済、文化、慣習、労使関係等についてのマクロ的な分析も必要であろう。最後に、

日本と異なる政治的社会的環境と企業ガバナンス・雇用関係の下で、C社およびJ社が全

面的に導入しようとしたトヨタ生産システムが期待どおりに機能するかどうかは不確

実であり、トヨタ生産システムの導入は単純に模倣にとどまるのか、あるいは継続的学
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習によって中国の事情に適合したハイブリッド・トヨタ生産システムを効率的に構築で

きるのかは、時間の検証を必要とする問題である。 
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